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 平成２２年度常総市一般会計等の決算審査意見について 

 

 

 地方自治法第２３３条第２項及び第２４１条第５項の規定に基づき，審査に

付された平成２２年度常総市一般会計及び各特別会計歳入歳出決算並びに平成

２２年度各基金の運用状況について審査したので，次のとおり意見書を提出す

る。 
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平成２２年度常総市各会計歳入歳出決算及び基金の運用状況審査意見 

 
 

第１ 審査の対象 

  （１）平成２２年度常総市歳入歳出決算書 

      一 般 会 計 

      国 民 健 康 保 険 特 別 会 計 

      老 人 保 健 特 別 会 計 

      後 期 高 齢 者 医 療 特 別 会 計 

      介 護 保 険 特 別 会 計 

      介 護 サ ー ビ ス 事 業 特 別 会 計 

公 共 下 水 道 事 業 特 別 会 計 

      大生郷特定公共下水道事業特別会計 

      農 業 集 落 排 水 事 業 特 別 会 計 

      自 動 車 学 校 事 業 特 別 会 計 

 

  （２）政令で定める書類 

      各会計歳入歳出決算事項別明細書 

      実質収支に関する調書 

      財産に関する調書 

 

  （３）基金の運用状況調書 

      用品調達基金 

      土地開発基金 

      収入証紙等購入基金 

      文化・スポーツ振興基金 

      奨学資金貸与基金 

 

 

第２ 審査の期間 

   平成２３年７月１日から平成２３年８月１９日まで 

 

 

第３ 審査の方法 

審査に当たっては，各会計歳入歳出決算書，その他政令で定める書類及び基金の運用状況調

書等について関係諸帳簿と照合し，決算計数の正確性を精査するとともに，関係職員から説明

を求めた。 

また，既に実施した定期監査及び例月出納検査の結果を参考にし，決算計数の正確性，予算

執行状況の適否等について審査を行った。  

基金の運用状況については，その計数が正確であるか，また，基金が適正に運用されている

かを主眼として実施した。 
    

 

第４ 審査の結果 

   平成２２年度常総市各会計歳入歳出決算書，及びその他政令で定める書類等と歳入・歳出伝

票及び証書類等を照合した結果，計数はいずれも正確であると認められた。また，基金運用状

況調書についても，計数が正確であると認められた。 
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第５ 審査の概要及び意見  

 

１ 各会計の総括 

 

各会計の決算額については，次表のとおりである。 

 
（単位　円）

24,672,860,663 23,607,979,393 1,064,881,270

国民健康保険 7,363,030,411 7,151,576,156 211,454,255

老人保健 5,098,503 5,098,503 0

後期高齢者医療 929,006,069 917,996,846 11,009,223

介護保険 3,681,516,770 3,660,751,521 20,765,249

介護サービス事業 9,740,867 6,782,409 2,958,458

公共下水道事業 1,518,919,155 1,405,924,334 112,994,821

大生郷特定
公共下水道事業

167,968,380 167,709,203 259,177

農業集落排水事業 264,590,646 259,404,916 5,185,730

自動車学校事業 111,723,873 111,723,873 0

小　計 14,051,594,674 13,686,967,761 364,626,913

38,724,455,337 37,294,947,154 1,429,508,183

歳入決算額 歳出決算額 歳入歳出差引額

合　計

　一　般　会　計

特
　
別
　
会
　
計

区　分

 
 

 

 

平成２２年度常総市各会計決算を総括すると，歳入決算額は３８,７２４,４５５,３３７円（一

般会計２４,６７２,８６０,６６３円，特別会計１４,０５１,５９４,６７４円），歳出決算額は

３７,２９４,９４７,１５４円（一般会計２３,６０７,９７９,３９３円，特別会計１３,６８６,

９６７,７６１円）で，歳入決算額から歳出決算額を差し引いた額は１,４２９,５０８,１８３円

（一般会計１,０６４,８８１,２７０円，特別会計３６４,６２６,９１３円）である。 
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各会計の歳入・歳出の執行については，次表のとおりである。 

 

対予算 対調定

26,438,005,000 25,751,590,581 24,672,860,663 96,350,362 93.3 95.8

国民健康保険 7,269,316,000 8,627,283,085 7,363,030,411 119,284,086 101.3 85.3

老人保健 5,680,000 5,098,503 5,098,503 0 89.8 100.0

後期高齢者医療 976,344,000 934,130,282 929,006,069 0 5,124,213 95.2 99.5

介護保険 3,706,723,000 3,703,890,417 3,681,516,770 3,085,650 99.3 99.4

介護サービス 11,047,000 9,740,867 9,740,867 0 88.2 100.0

公共下水道 1,822,692,000 1,847,179,308 1,518,919,155 133,453 83.3 82.2

大生郷特定
公共下水道

184,374,000 167,968,380 167,968,380 0 91.1 100.0

農業集落排水 264,433,000 268,908,951 264,590,646 35,960 100.1 98.4

自動車学校 123,408,000 111,723,873 111,723,873 0 90.5 100.0

小　計 14,364,017,000 15,675,923,666 14,051,594,674 122,539,149 97.8 89.6

40,802,022,000 41,427,514,247 38,724,455,337 218,889,511 94.9 93.5

26,438,005,000 23,607,979,393 2,157,955,000 672,070,607 89.3

国民健康保険 7,269,316,000 7,151,576,156 0 117,739,844 98.4

老人保健 5,680,000 5,098,503 0 581,497 89.8

後期高齢者医療 976,344,000 917,996,846 0 58,347,154 94.0

介護保険 3,706,723,000 3,660,751,521 0 45,971,479 98.8

介護サービス 11,047,000 6,782,409 0 4,264,591 61.4

公共下水道 1,822,692,000 1,405,924,334 405,520,000 11,247,666 77.1

大生郷特定
公共下水道

184,374,000 167,709,203 0 16,664,797 91.0

農業集落排水 264,433,000 259,404,916 0 5,028,084 98.1

自動車学校 123,408,000 111,723,873 0 11,684,127 90.5

小　計 14,364,017,000 13,686,967,761 405,520,000 271,529,239 95.3

40,802,022,000 37,294,947,154 2,563,475,000 943,599,846 91.4

収入済額－支出済額

2,958,458

合　　計

会　計

　一般会計

特
　
別
　
会
　
計

翌年度繰越額 不用額 執行率（％）

【歳　出】

項　目
予算現額 支出済額

（単位　円）

4,282,345

0

1,501,789,843

合　　計 2,484,169,399

会　計

　一般会計 982,379,556

特
　
別
　
会
　
計

1,144,968,588

0

19,287,997

0

328,126,700

0

【会計別歳入歳出決算状況】

【歳　入】
（単位　円）

項　目
予算現額 調定額 収入済額 不納欠損額 収入未済額

収入率（％）

1,064,881,270

211,454,255

0

20,765,249

11,009,223

364,626,913

1,429,508,183

112,994,821

259,177

5,185,730

0

 
 

  歳入については，不納欠損額が，一般会計９６,３５０,３６２円，特別会計１２２,５３９,１４

９円で，合計２１８,８８９,５１１円である。収入未済額は，一般会計９８２,３７９,５５６円，

特別会計１,５０１,７８９,８４３円で，合計２,４８４,１６９,３９９円である。 

収入率は，一般会計が予算に対し９３.３％，調定に対し９５.８％，特別会計が予算に対し９７.

８％，調定に対し８９.６％である。 

歳出については，一般会計８９.３％，特別会計９５.３％の執行率である。 

翌年度繰越額は，一般会計２,１５７,９５５,０００円，特別会計４０５,５２０,０００円で，合

計２,５６３,４７５,０００円である。 
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 ２ 一  般  会  計 

    

平成２２年度一般会計歳入歳出予算については，当初予算に歳入歳出それぞれ２０,９５０,００

０,０００円 を計上し，補正予算において２,９７５,３５７,０００円を増額し，議決予算額は２

３,９２５,３５７,０００円となった。これに継続費及び繰越事業費繰越財源充当額２,５１２,６

４８,０００円を加えた歳入歳出予算現額は，それぞれ２６,４３８,００５,０００円であり，前年

度と比較すると４６２,３５６,０００円（１.８％）の増となっている。 

   歳入決算額は２４,６７２,８６０,６６３円で，予算現額に対する収入率は９３.３％となり，調

定額２５,７５１,５９０,５８１円に対する収入率は９５.８％であり，歳入決算額を前年度と比較

すると９４６,３８０,７２５円（４.０％）の増となっている。 

   歳出決算額は２３,６０７,９７９,３９３円で，予算現額に対する執行率は８９.３％であり，翌

年度へ２,１５７,９５５,０００円の事業繰り越しをし，不用額は６７２,０７０,６０７円であり，

歳出決算額を前年度と比較すると６０５,４４６,１２５円（２.６％）の増となっている。 

   歳入歳出差引額は１,０６４,８８１,２７０円で，翌年度への事業繰り越しに係る財源として４

９８,７２４,０００円を２３年度へ繰り越しているため，本年度の実質収支額は５６６,１５７,２

７０円となっている。 

 

（決算収支状況の前年度比較） 

平 成 ２ ２ 年 度 平 成 ２ １ 年 度 差 引 増 減 　増減率

　　　　　　　　　 　　A 　　　　　　　　　 　　B 　　(A-B)　　    　　C　        C/B

円 円 円 ％

26,438,005,000 25,975,649,000 462,356,000 1.8

歳 入 決 算 額 ② 24,672,860,663 23,726,479,938 946,380,725 4.0

歳 出 決 算 額 ③ 23,607,979,393 23,002,533,268 605,446,125 2.6

歳 入 歳 出 差 引 額 ④

         （②ー③）

翌 年 度 繰 越 財 源 ⑤ 498,724,000 293,350,000 205,374,000 70.0

実 質 収 支 ⑥
         （④ー⑤）

区　　　　　分

歳入歳出予算現額 ①

723,946,670 340,934,6001,064,881,270

566,157,270

47.1

430,596,670 135,560,600 31.5

 

 

（決算規模の前年度比較） 

　　金　　　　　　　額 　指　　数 　　金　　　　　　　額 　指　　数
円 円 円

24,672,860,663 104.0 23,607,979,393 102.6 1,064,881,270

２１年度 23,726,479,938 100.0 23,002,533,268 100.0 723,946,670

差引増減 946,380,725 4.0 605,446,125 2.6 340,934,600

歳入歳出差引額区　　　分

２２年度

歳  入  決  算  額 歳  出  決  算  額

  
   

決算収支の対前年度比較及び決算規模の推移は前表のとおりである。 

平成２１年度を１００.０とする指数については，歳入決算額が１０４.０ポイント，歳出決算額

が１０２.６ポイントとなっている。 
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（１） 歳 入 

  収入の主なものは，市税が９,１６８,５２９,４９１円で，その他１０億円以上の収入は，地

方交付税４,１６０,２７９,０００円，市債３,５５２,０１１,０００円，国庫支出金３,３２９,

７７７,２６８円，県支出金１,２６８,８８１,８２６円である。不納欠損額９６,３５０,３６２

円の主なものは，市税の９５,５６５,５６２円である。 

 

なお，款別の収入済額等については，次表のとおりである。 

（単位　円）

１ 市税 9,083,415,000 10,136,196,192 9,168,529,491 95,565,562 872,101,139

２ 地方譲与税 404,000,000 428,330,305 428,330,305 0 0

３ 利子割交付金 28,000,000 23,539,000 23,539,000 0 0

４ 配当割交付金 7,000,000 10,672,000 10,672,000 0 0

５ 株式等譲渡
   所得割交付金

3,000,000 4,064,000 4,064,000 0 0

６ 地方消費税
   交付金

600,000,000 676,635,000 676,635,000 0 0

７ ゴルフ場利用
   税交付金

40,000,000 36,988,997 36,988,997 0 0

８ 自動車取得
   税交付金

97,000,000 92,866,000 92,866,000 0 0

９ 地方特例交付金 116,067,000 116,067,000 116,067,000 0 0

１０ 地方交付税 4,160,279,000 4,160,279,000 4,160,279,000 0 0

１１ 交通安全対
     策特別交付金

11,000,000 9,422,000 9,422,000 0 0

１２ 分担金及び
     負担金

279,993,000 279,711,608 265,391,401 407,000 13,913,207

１３ 使用料及び
     手数料

271,915,000 274,459,134 263,152,570 377,800 10,928,764

１４ 国庫支出金 3,708,969,000 3,351,901,268 3,329,777,268 0 22,124,000

１５ 県支出金 1,303,715,000 1,268,881,826 1,268,881,826 0 0

１６ 財産収入 54,789,000 60,423,018 60,140,999 0 282,019

１７ 寄付金 1,241,000 1,330,173 1,330,173 0 0

１８ 繰入金 60,656,000 54,102,008 54,102,008 0 0

１９ 繰越金 723,946,000 723,946,670 723,946,670 0 0

２０ 諸収入 397,109,000 469,864,382 426,733,955 0 43,130,427

２１ 市債 5,085,911,000 3,571,911,000 3,552,011,000 0 19,900,000

合　　　計 26,438,005,000 25,751,590,581 24,672,860,663 96,350,362 982,379,556

不納欠損額 収入未済額区　　　分 予算現額 調定額 収入済額
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第１款 市税 

予 算 現 額 調 定 額 収 入 済 額 不 納 欠 損 額 収 入 未 済 額
A B C D B-C-D C/A C/B
円 円 円 円 円 % %

9,083,415,000 10,136,196,192 9,168,529,491 95,565,562 872,101,139 100.9 90.5

２１年度 9,271,617,000 10,278,544,651 9,296,396,681 49,096,876 933,051,094 100.3 90.4

差引増減 △ 188,202,000 △ 142,348,459 △ 127,867,190 46,468,686 △ 60,949,955 0.6 0.1

２２年度

区　　分
収 入 率

 
 

市税は，予算現額９,０８３,４１５,０００円に対し，１０,１３６,１９６,１９２円を調定し，

９,１６８,５２９,４９１円が収入され，不納欠損額が９５,５６５,５６２円，収入未済額は８７

２,１０１,１３９円であり，予算現額に対する収入率は，１００.９％，調定額に対する収入率は

９０.５％となっている。 

収入済額の内訳は，現年課税分が８,９８８,２１２,７３６円，滞納繰越分が１８０,３１６,７

５５円である。各市税の収入状況については，次表のとおりである。 

 

円 円 円 円 円

現年課税分 2,600,148,000 2,703,541,400 2,610,153,057 56,470 93,331,873

滞納繰越分 87,899,000 379,905,765 66,393,381 41,634,015 271,878,369

現年課税分 994,298,000 1,025,900,100 1,023,737,700 0 2,162,400

滞納繰越分 1,362,000 21,743,493 4,479,000 3,424,600 13,839,893

3,683,707,000 4,131,090,758 3,704,763,138 45,115,085 381,212,535

現年課税分 4,493,718,000 4,633,494,100 4,520,359,113 0 113,134,987

滞納繰越分 93,055,000 482,915,220 101,329,468 43,987,479 337,598,273

国有資産等

所在市町村 6,964,000 6,964,600 6,964,600 0 0

交付金

4,593,737,000 5,123,373,920 4,628,653,181 43,987,479 450,733,260

現年課税分 118,275,000 121,504,200 116,887,800 0 4,616,400

滞納繰越分 3,092,000 18,549,058 2,748,333 4,133,350 11,667,375

計 121,367,000 140,053,258 119,636,133 4,133,350 16,283,775

現年課税分 439,389,000 470,704,879 470,704,879 0 0

計 439,389,000 470,704,879 470,704,879 0 0

現年課税分 240,273,000 245,397,400 239,405,587 0 5,991,813

滞納繰越分 4,942,000 25,575,977 5,366,573 2,329,648 17,879,756

計 245,215,000 270,973,377 244,772,160 2,329,648 23,871,569

現年課税分 8,893,065,000 9,207,506,679 8,988,212,736 56,470 219,237,473

滞納繰越分 190,350,000 928,689,513 180,316,755 95,509,092 652,863,666

計 9,083,415,000 10,136,196,192 9,168,529,491 95,565,562 872,101,139

都市計画税

不納欠損額 収入未済額予算現額 調定額 収入済額

軽自動車税

区　　　　　分

固定資産税計

合　　　　計

市民税計

市民税

固定資産税

現年課税分

固定資産税

個人

法人

市町村たばこ税

  
 

市税の収入済額は９,１６８,５２９,４９１円で，前年度より１２７,８６７,１９０円（１.４％）

の減収となっている。〔現年課税分１２５,２８２,０７５円（１.４％）の減，滞納繰越分では２,

５８５,１１５円（１.４％）の減〕 

市税収入の主なものは，市民税が３,７０４,７６３,１３８円，固定資産税が４,６２８,６５３,

１８１円である。 

 また，調定額に対する収入率は，現年課税分が９７.６％，滞納繰越分が１９.４％で，合計では

９０.５％となっている。 

 不納欠損処分状況は，別表３のとおりである。 

本年度の市税の不納欠損額は５,７７７件，９５,５６５,５６２円で，前年度より４６,４６８,

６８６円（９４.６％）の増となっている。主なものは，固定資産税４３,９８７,４７９円，個人

市民税４１,６９０,４８５円である。また，これに伴って不納欠損処分した督促手数料は３７７,

８００円である。 
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   市税は，歳入全体の３７.２％を占めており，歳入の根幹をなすものである。同時に，一般会計

の不納欠損額及び収入未済額の大半を占めるのも市税である。税負担公平の見地からも滞納につい

ては十分な調査を行い，臨戸徴収を行うなど滞納整理に創意工夫と努力を望むものである。 
 

 第２款 地方譲与税 
予 算 現 額 調 定 額 収 入 済 額 収 入 未 済 額

A B C B-C C/A C/B
円 円 円 円 % %

404,000,000 428,330,305 428,330,305 0 106.0 100.0

２１年度 440,000,000 441,310,890 441,310,890 0 100.3 100.0

差引増減 △ 36,000,000 △ 12,980,585 △ 12,980,585 0 5.7 0.0

２２年度

区　　分
収 入 率

  

地方譲与税は，予算現額４０４,０００,０００円に対し，４２８,３３０,３０５円が調定額どお

り収入されており，予算現額に対する収入率は１０６.０％であり，収入済額は，前年度より１２,

９８０,５８５円（２.９％）の減収となっている。 

収入済額の内訳は，自動車重量譲与税が３０２,２６５,０００円で，前年度より１８,８９６,０

００円（５.９％）の減収，地方揮発油譲与税が１２６,０６５,０００円で前年度より５４,８２８,

０００円（７７.０％）の増収となっている。 

  

第３款 利子割交付金 
予 算 現 額 調 定 額 収 入 済 額 収 入 未 済 額

A B C B-C C/A C/B
円 円 円 円 % %

28,000,000 23,539,000 23,539,000 0 84.1 100.0

２１年度 37,000,000 26,292,000 26,292,000 0 71.1 100.0

差引増減 △ 9,000,000 △ 2,753,000 △ 2,753,000 0 13.0 0.0

２２年度

区　　分
収 入 率

  

利子割交付金は，予算現額２８,０００,０００円に対し，２３,５３９,０００円が調定額どおり

収入されており，予算現額に対する収入率は８４.１％であり，収入済額は，前年度より２,７５３,

０００円（１０.５％）の減収となっている。 

  

 第４款 配当割交付金 
予 算 現 額 調 定 額 収 入 済 額 収 入 未 済 額

A B C B-C C/A C/B
円 円 円 円 % %

7,000,000 10,672,000 10,672,000 0 152.5 100.0

２１年度 11,000,000 8,469,000 8,469,000 0 77.0 100.0

差引増減 △ 4,000,000 2,203,000 2,203,000 0 75.5 0.0

２２年度

区　　分
収 入 率

  

配当割交付金は，予算現額７,０００,０００円に対し，１０,６７２,０００円が調定額どおり収

入されており，予算現額に対する収入率は１５２.５％であり，収入済額は，前年度より２,２０３,

０００円（２６.０％）の増収となっている。 

 

第５款 株式等譲渡所得割交付金 
予 算 現 額 調 定 額 収 入 済 額 収 入 未 済 額

A B C B-C C/A C/B
円 円 円 円 % %

3,000,000 4,064,000 4,064,000 0 135.5 100.0

２１年度 4,000,000 4,767,000 4,767,000 0 119.2 100.0

差引増減 △ 1,000,000 △ 703,000 △ 703,000 0 16.3 0.0

２２年度

区　　分
収 入 率
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株式等譲渡所得割交付金は，予算現額３,０００,０００円に対し，４,０６４,０００円が調定額

どおり収入されており，予算現額に対する収入率は１３５.５％であり，収入済額は，前年度より

７０３,０００円（１４.７％）の減収となっている。 

 

第６款 地方消費税交付金 
予 算 現 額 調 定 額 収 入 済 額 収 入 未 済 額

A B C B-C C/A C/B
円 円 円 円 % %

600,000,000 676,635,000 676,635,000 0 112.8 100.0

２１年度 663,000,000 677,799,000 677,799,000 0 102.2 100.0

差引増減 △ 63,000,000 △ 1,164,000 △ 1,164,000 0 10.6 0.0

２２年度

区　　分
収 入 率

  

地方消費税交付金は，予算現額６００,０００,０００円に対し，６７６,６３５,０００円が調定

額どおり収入されており，予算現額に対する収入率は１１２.８％であり，収入済額は，前年度よ

り１,１６４,０００円（０.２％）の減収となっている。 

 

 第７款 ゴルフ場利用税交付金 
予 算 現 額 調 定 額 収 入 済 額 収 入 未 済 額

A B C B-C C/A C/B
円 円 円 円 % %

40,000,000 36,988,997 36,988,997 0 92.5 100.0

２１年度 40,000,000 37,507,001 37,507,001 0 93.8 100.0

差引増減 0 △ 518,004 △ 518,004 0 △ 1.3 0.0

２２年度

区　　分
収 入 率

  

ゴルフ場利用税交付金は，予算現額４０,０００,０００円に対し，３６,９８８,９９７円が調定

額どおり収入されており，予算現額に対する収入率は９２.５％であり，収入済額は，前年度より

５１８,００４円（１.４％）の減収となっている。 

 

 第８款 自動車取得税交付金 
予 算 現 額 調 定 額 収 入 済 額 収 入 未 済 額

A B C B-C C/A C/B
円 円 円 円 % %

97,000,000 92,866,000 92,866,000 0 95.7 100.0

２１年度 130,000,000 110,569,000 110,569,000 0 85.1 100.0

差引増減 △ 33,000,000 △ 17,703,000 △ 17,703,000 0 10.6 0.0

２２年度

区　　分
収 入 率

  

  自動車取得税交付金は，予算現額９７,０００,０００円に対し，９２,８６６,０００円が調定額

どおり収入されており，予算現額に対する収入率は９５.７％であり，収入済額は，前年度より１

７,７０３,０００円（１６.０％）の減収となっている。 

  

 第９款 地方特例交付金 
予 算 現 額 調 定 額 収 入 済 額 収 入 未 済 額

A B C B-C C/A C/B
円 円 円 円 % %

116,067,000 116,067,000 116,067,000 0 100.0 100.0

２１年度 131,965,000 131,965,000 131,965,000 0 100.0 100.0

差引増減 △ 15,898,000 △ 15,898,000 △ 15,898,000 0 0.0 0.0

２２年度

区　　分
収 入 率

 

地方特例交付金は，予算現額１１６,０６７,０００円に対し，同額が調定額どおり収入されてお

り，収入済額は，前年度より１５,８９８,０００円（１２.０％）の減収となっている。 
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収入済額の内訳は，減収補てん特例交付金が６２,２４１,０００円で，前年度より６,２３３,０

００円（１１.１％）の増収，児童手当及び子ども手当特例交付金が５３,８２６,０００円で，前

年度より１９,７８４,０００円（５８.１％）の増収となっている。 

 

 第１０款 地方交付税 

予 算 現 額 調 定 額 収 入 済 額 収 入 未 済 額
A B C B-C C/A C/B
円 円 円 円 % %

4,160,279,000 4,160,279,000 4,160,279,000 0 100.0 100.0

２１年度 3,079,457,000 3,346,694,000 3,346,694,000 0 108.7 100.0

差引増減 1,080,822,000 813,585,000 813,585,000 0 △ 8.7 0.0

区　　分
収 入 率

２２年度

 

地方交付税は，予算現額４,１６０,２７９,０００円に対し，同額が調定額どおり収入されてお

り，収入済額は，前年度より８１３,５８５,０００円（２４.３％）の増収となっている。 

収入済額の内訳は，普通交付税が３,４８４,５７８,０００円で，前年度より７６５,１２１,０

００円（２８.１％）の増収，特別交付税が６７５,７０１,０００円で，前年度より４８,４６４,

０００円（７.７％）の増収となっている。 

 

第１１款 交通安全対策特別交付金 

予 算 現 額 調 定 額 収 入 済 額 収 入 未 済 額
A B C B-C C/A C/B
円 円 円 円 % %

11,000,000 9,422,000 9,422,000 0 85.7 100.0

２１年度 13,000,000 10,264,000 10,264,000 0 79.0 100.0

差引増減 △ 2,000,000 △ 842,000 △ 842,000 0 6.7 0.0

区　　分
収 入 率

２２年度

 

交通安全対策特別交付金は，予算現額１１,０００,０００円に対し，９,４２２,０００円が調定

額どおり収入されており，予算現額に対する収入率は８５.７％であり，収入済額は，前年度より

８４２,０００円（８.２％）の減収となっている。 

 

第１２款 分担金及び負担金 

予 算 現 額 調 定 額 収 入 済 額 不 納 欠 損 額 収 入 未 済 額
A B C Ｄ B-C-Ｄ C/A C/B
円 円 円 円 円 % %

279,993,000 279,711,608 265,391,401 407,000 13,913,207 94.8 94.9

２１年度 277,392,000 271,759,600 259,151,000 1,688,850 10,919,750 93.4 95.4

差引増減 2,601,000 7,952,008 6,240,401 △ 1,281,850 2,993,457 1.4 △ 0.5

区　　分
収 入 率

２２年度

    

分担金及び負担金は，予算現額２７９,９９３,０００円に対し，２７９,７１１,６０８円を調定

し，２６５,３９１,４０１円が収入され，不納欠損額が４０７,０００円，収入未済額は１３,９１

３,２０７円であり，収入済額の予算現額に対する収入率は９４.８％，調定額に対する収入率は９

４.９％，収入済額は，前年度より６,２４０,４０１円（２.４％）の増収となっている。 

 不納欠損は，全額民生費負担金の保育所保護者負担金（保育料）である。 

収入未済額の内訳は，民生費負担金の老人措置費負担金１７２,１７１円，保育所保護者負担金

（保育料）２,５８９,９００円と土木費負担金の江連都市下水路事業費負担金の翌年度繰越分１１,

１５１,０００円である。 

 老人措置費負担金と児童福祉費負担金（保育料）の収入未済額については，受益者負担金の公平

と収入確保のため，適切な納付指導による早期収納に一層の努力を望むものである。 
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第１３款 使用料及び手数料 

予 算 現 額 調 定 額 収 入 済 額 不 納 欠 損 額 収 入 未 済 額
A B C Ｄ B-C-Ｄ C/A C/B
円 円 円 円 円 % %

271,915,000 274,459,134 263,152,570 377,800 10,928,764 96.8 95.9

２１年度 271,082,000 296,744,939 285,808,176 154,099 10,782,664 105.4 96.3

差引増減 833,000 △ 22,285,805 △ 22,655,606 223,701 146,100 △ 8.6 △ 0.4

区　　分
収 入 率

２２年度

 

使用料及び手数料は，予算現額２７１,９１５,０００円に対し，２７４,４５９,１３４円を調定

し，２６３,１５２,５７０円が収入され，不納欠損額が３７７,８００円，収入未済額は１０,９２

８,７６４円であり，収入済額の予算現額に対する収入率は９６.８％，調定額に対する収入率は９

５.９％，収入済額は，前年度より２２,６５５,６０６円（７.９％）の減収となっている。 

収入済額の内訳は，使用料が２２０,７６４,２３２円で，前年度より２２,０１２,５２７円（９.

１％）の減収，手数料が４２,３８８,３３８円で，前年度より６４３,０７９円（１.５％）の減収

となっている。 

 不納欠損は，全額税務手数料の督促手数料である。 

使用料の収入未済額６,８９９,９６０円の主なものは，土木使用料の市営住宅使用料６,７７０,

８６０円である。 

 手数料の収入未済額４,０２８,８０４円の主なものは，税務手数料の督促手数料３,９１７,４５

０円である。 

住宅使用料の収入未済額については，使用者負担の公平と収入確保のため，適切な納付指導によ

る早期収納に一層の努力を望むものである。 

 

第１４款 国庫支出金 

予 算 現 額 調 定 額 収 入 済 額 収 入 未 済 額
A B C B-C C/A C/B
円 円 円 円 % %

3,708,969,000 3,351,901,268 3,329,777,268 22,124,000 89.8 99.3

２１年度 4,360,057,000 3,700,551,329 3,333,960,329 366,591,000 76.5 90.1

差引増減 △ 651,088,000 △ 348,650,061 △ 4,183,061 △ 344,467,000 13.3 9.2

区　　分
収 入 率

２２年度

 

国庫支出金は，予算現額３,７０８,９６９,０００円に対し，３,３５１,９０１,２６８円を調定

し，３,３２９,７７７,２６８円が収入され，収入未済額は２２,１２４,０００円であり，収入済

額の予算現額に対する収入率は８９.８％，調定額に対する収入率は９９.３％，収入済額は，前年

度より４,１８３,０６１円（０.１％）の減収となっている。 

収入済額の内訳は，国庫負担金が１,９７２,７０４,８１５円で，前年度より８５５,７０１,９

２９円（７６.６％）の増収，国庫補助金が１,３２０,３４６,８９３円で，前年度より８６５,９

０６,２１９円（３９.６％）の減収，委託金が３６,７２５,５６０円で前年度より６,０２１,２２

９円（１９.６％）の増収となっている。 

なお，収入未済額は，翌年度繰越分の都市計画費国庫補助金（江連都市下水路事業費補助金）で

ある。 

 

第１５款 県支出金 

予 算 現 額 調 定 額 収 入 済 額 収 入 未 済 額

A B C B-C C/A C/B
円 円 円 円 % %

1,303,715,000 1,268,881,826 1,268,881,826 0 97.3 100.0

２１年度 1,199,107,000 1,129,230,115 1,129,230,115 0 94.2 100.0

差引増減 104,608,000 139,651,711 139,651,711 0 3.1 0.0

区　　分
収 入 率

２２年度
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 県支出金は，予算現額１,３０３,７１５,０００円に対し，１,２６８,８８１,８２６円が調定額

どおり収入されており，予算現額に対する収入率は９７.３％であり，収入済額は，前年度より１

３９,６５１,７１１円（１２.４％）の増収となっている。 

収入済額の内訳は，県負担金が６０２,３１５,１１５円で，前年度より７４,６８６,３２０円（１

４.２％）の増収，県補助金が４７５,２５３,６２１円で，前年度より６８,３７３,１３５円（１

６.８％）の増収，委託金が１９１,３１３,０９０円で前年度より３,４０７,７４４円（１.８％）

の減収となっている。 

 

第１６款 財産収入 

予 算 現 額 調 定 額 収 入 済 額 収 入 未 済 額
A B C B-C C/A C/B
円 円 円 円 % %

54,789,000 60,423,018 60,140,999 282,019 109.8 99.5

２１年度 51,135,000 54,898,739 54,769,739 129,000 107.1 99.8

差引増減 3,654,000 5,524,279 5,371,260 153,019 2.7 △ 0.3

区　　分
収 入 率

２２年度

 

財産収入は，予算現額５４,７８９,０００円に対し，６０,４２３,０１８円を調定し，６０,１

４０,９９９円が収入され，収入未済額は２８２,０１９円であり，収入済額の予算現額に対する収

入率は１０９.８％，調定額に対する収入率は９９.５％，収入済額は，前年度より５,３７１,２６

０円（９.８％）の増収となっている。 

収入済額の内訳は，財産運用収入が２８,６８１,１６０円で前年度より２,８９６,３９５円（９.

２％）の減収，財産売払収入が３１,４５９,８３９円で前年度より８,２６７,６５５円（３５.６％）

の増収となっている。 

収入未済額は，財産貸付収入の土地貸付料である。 

  

第１７款 寄付金 
予 算 現 額 調 定 額 収 入 済 額 収 入 未 済 額

A B C B-C C/A C/B
円 円 円 円 % %

1,241,000 1,330,173 1,330,173 0 107.2 100.0

２１年度 101,000 838,103 838,103 0 829.8 100.0

差引増減 1,140,000 492,070 492,070 0 △ 722.6 0.0

区　　分
収 入 率

２２年度

 寄付金は，予算現額１,２４１,０００円に対し，１,３３０,１７３円が調定額どおり収入されて

おり，収入済額の予算額に対する収入率は１０７.２％で，収入済額は，前年度より４９２,０７０

円（５８.７％）の増収となっている。 

 

第１８款 繰入金 

予 算 現 額 調 定 額 収 入 済 額 収 入 未 済 額
A B C B-C C/A C/B
円 円 円 円 % %

60,656,000 54,102,008 54,102,008 0 89.2 100.0

２１年度 266,788,000 266,788,000 266,788,000 0 100.0 100.0

差引増減 △ 206,132,000 △ 212,685,992 △ 212,685,992 0 △ 10.8 0.0

区　　分
収 入 率

２２年度

 

繰入金は，予算現額６０,６５６,０００円に対し，５４,１０２,００８円が調定額どおり収入さ

れており，予算現額に対する収入率は８９.２％であり，収入済額は，前年度より２１２,６８５,

９９２円（７９.７％）の減収となっている。 

収入済額の内訳は，庁舎等建設基金繰入金９,８８９,６０２円，老人保健特別会計繰入金３,３

４２,８４７円，介護サービス事業特別会計繰入金３,２９４,０００円，市営自動車学校事業特別

会計繰入金３７,５７５,５５９円である。 
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第１９款 繰越金 

予 算 現 額 調 定 額 収 入 済 額 収 入 未 済 額
A B C B-C C/A C/B
円 円 円 円 % %

723,946,000 723,946,670 723,946,670 0 100.0 100.0

２１年度 766,724,000 766,724,639 766,724,639 0 100.0 100.0

差引増減 △ 42,778,000 △ 42,777,969 △ 42,777,969 0 0.0 0.0

区　　分
収 入 率

２２年度

 

繰越金は，予算現額７２３,９４６,０００円に対し，７２３,９４６,６７０円が調定額どおり収

入されており，予算現額に対する収入率は１００.０％であり，収入済額は，前年度より４２,７７

７,９６９円（５.６％）の減収となっている。 

 

第２０款 諸収入 

予 算 現 額 調 定 額 収 入 済 額 不 納 欠 損 額 収 入 未 済 額
A B C D B-C-D C/A C/B
円 円 円 円 円 % %

397,109,000 469,864,382 426,733,955 0 43,130,427 107.5 90.8

２１年度 459,224,000 544,768,692 502,260,265 0 42,508,427 109.4 92.2

差引増減 △ 62,115,000 △ 74,904,310 △ 75,526,310 0 622,000 △ 1.9 △ 1.4

区　　分
収 入 率

２２年度

 

諸収入は，予算現額３９７,１０９,０００円に対し，４６９,８６４,３８２円を調定し，４２６,

７３３,９５５円が収入され，収入未済額は４３,１３０,４２７円であり，収入済額の予算現額に

対する収入率は１０７.５％，調定額に対する収入率は９０.８％，収入済額は，前年度より７５,

５２６,３１０円（１５.０％）の減収となっている。 

収入済額の内訳は，延滞金，加算金及び過料が２６,３０４,０７７円で，前年度より１,１２４,

９５８円(４.５%)の増収，市預金利子が５５１,４６７円で,前年度より１２８,７３５円（１８.

９％）の減収，貸付金元利収入が２４,６７７,０２５円で，前年度より１７,１０６,１９６円（４

０.９％）の減収，受託事業収入が１１,５８２,８４８円で,前年度より３,７５３,４９２円（２４.

５％）の減収，雑入が３６３,６１８,５３８円で前年度より５５,６６２,８４５円（１３.３％）

の減収となっている。 

なお，収入未済額の内訳は，学校給食費納付金２,６６１,８５０円と雑入４０,４６８,５７７円

である。 

 
第２１款 市債 

予 算 現 額 調 定 額 収 入 済 額 収 入 未 済 額
A B C B-C C/A C/B
円 円 円 円 % %

5,085,911,000 3,571,911,000 3,552,011,000 19,900,000 69.8 99.4

２１年度 4,503,000,000 4,340,616,000 3,034,916,000 1,305,700,000 67.4 69.9

差引増減 582,911,000 △ 768,705,000 517,095,000 △ 1,285,800,000 2.4 29.5

区　　分
収 入 率

２２年度

 

市債は，予算現額５,０８５,９１１,０００円に対し，３,５７１,９１１,０００円を調定し，３,

５５２,０１１,０００円が収入され，収入未済額は１９,９００,０００円であり，収入済額の予算

現額に対する収入率は６９.８％，調定額に対する収入率は９９.４％，収入済額は，前年度より５

１７,０９５,０００円（１７.０％）の増収となっている。 

収入済額の主なものは，道路新設改良事業債１９５,０００,０００円，つくば下総広域農道関連

市町村道事業債４２９,９００,０００円，西幹線整備事業債３２６,９００,０００円，まちづくり

交付金事業債１８７,６００,０００円，石下中学校校舎建設事業債２３７,７００,０００円，臨時

財政対策債１,７７１,０１１,０００円，石下庁舎建設事業債２３３,５００,０００円である。 
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（２） 歳 出 

  歳出決算額の款別の支出済額等については，次表のとおりである。 

 

　決　算　額　　Ａ 構成比 　決　算　額　　Ｂ 構成比 　　（Ａ－Ｂ）　　Ｃ Ｃ／Ｂ
円 ％ 円 ％ 円 ％

238,974,458 1.0 247,565,487 1.1 △ 8,591,029 △ 3.5

総 務 費 3,831,345,466 16.2 4,256,721,479 18.5 △ 425,376,013 △ 10.0

民 生 費 7,113,135,853 30.1 5,887,532,792 25.6 1,225,603,061 20.8

衛 生 費 1,915,567,879 8.1 1,959,951,863 8.5 △ 44,383,984 △ 2.3

労 働 費 24,258,622 0.1 21,911,356 0.1 2,347,266 10.7

農林水産業費 785,224,402 3.3 1,022,422,767 4.5 △ 237,198,365 △ 23.2

商 工 費 200,734,488 0.9 213,441,130 0.9 △ 12,706,642 △ 6.0

土 木 費 2,971,929,794 12.6 3,219,409,714 14.0 △ 247,479,920 △ 7.7

消 防 費 1,188,319,014 5.1 1,192,452,654 5.2 △ 4,133,640 △ 0.3

教 育 費 2,761,650,126 11.7 2,464,136,089 10.7 297,514,037 12.1

公 債 費 2,571,267,669 10.9 2,516,987,937 10.9 54,279,732 2.2

予 備 費 0 0.0 0 0.0 0 -

災 害 復 旧 費 5,571,622 0.0 0 0.0 5,571,622 皆増

計 23,607,979,393 100.0 23,002,533,268 100.0 605,446,125 2.6

比較増減

議 会 費

区     分
平成２２年度 平成２１年度

 

一般会計歳出決算は，予算現額２６,４３８,００５,０００円に対し，支出済額は２３,６０７,

９７９,３９３円で，翌年度へ２,１５７,９５５,０００円を繰り越し，不用額は６７２,０７０,６

０７円となっており，予算現額に対する執行率は８９.３％である。支出済額は，前年度より６０

５,４４６,１２５円（２.６％）の増加となっている。 

また，翌年度繰越額は，教育費１,３８０,６０５,０００円，土木費６１０,６８２,０００円，

災害復旧費８４,５２３,０００円，民生費３５,０８１,０００円，総務費２４,４０１,０００円，

消防費１４,４１８,０００円，農林水産業費８,２４５,０００円である。 

 

款ごとの歳出決算状況及び対前年度比較は，次のとおりである。 

 

第１款 議会費 

予 算 現 額 支 出 済 額 翌 年 度 繰 越 額 不 用 額 執 行 率 総支出済
Ａ Ｂ Ｃ Ａ－Ｂ－Ｃ Ｂ／Ａ 額構成比
円 円 円 円 ％ ％

242,489,000 238,974,458 0 3,514,542 98.6 1.0

２１ 年 度 249,535,000 247,565,487 0 1,969,513 99.2 1.1

差引増減 △ 7,046,000 △ 8,591,029 0 1,545,029 △ 0.6 △ 0.1

区　　 分

２２ 年 度

 
 

議会費は，予算現額２４２,４８９,０００円に対し，支出済額は２３８,９７４,４５８円で，

不用額は３,５１４,５４２円である。執行率は９８.６％であり，前年度より８,５９１,０２９

円（３.５％）の減となっている。支出済額は，総支出済額の１.０％を占めている。 

  支出済額の主なものは，議員報酬１１８,６２０,０００円である。 
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第２款 総務費 

予 算 現 額 支 出 済 額 翌 年 度 繰 越 額 不 用 額 執 行 率 総支出済
Ａ Ｂ Ｃ Ａ－Ｂ－Ｃ Ｂ／Ａ 額構成比
円 円 円 円 ％ ％

3,928,003,000 3,831,345,466 24,401,000 72,256,534 97.5 16.2

２１ 年 度 4,742,932,400 4,256,721,479 351,152,000 135,058,921 89.7 18.5

差引増減 △ 814,929,400 △ 425,376,013 △ 326,751,000 △ 62,802,387 7.8 △ 2.3

区　　 分

２２ 年 度

 
 

総務費は，予算現額３,９２８,００３,０００円に対し，支出済額は３,８３１,３４５,４６６

円で,翌年度へ２４,４０１,０００円を繰り越し，不用額は７２,２５６,５３４円である。執行

率は９７.５％であり，前年度より４２５,３７６,０１３円（１０.０％）の減となっている。支

出額は，総支出済額の１６.２％を占め，第２位である。 

 支出済額の主なものは，基金費の財政調整基金積立金５５０,６２７,０００円，石下庁舎建設

費３６１,８７４,２７７円，企画費の下妻地方広域事務組合負担金１４８,５００,０００円と常

総地方広域市町村圏事務組合負担金１３０,７７８,０００円である。 

なお，翌年度繰越額の内訳は，総務管理費の仮設事務室借上料８,８２０,０００円，災害関連

工事費１２,５８１,０００円，交通安全施設設置工事費３,０００,０００円である。 

 

第３款 民生費 

予 算 現 額 支 出 済 額 翌 年 度 繰 越 額 不 用 額 執 行 率 総支出済
Ａ Ｂ Ｃ Ａ－Ｂ－Ｃ Ｂ／Ａ 額構成比
円 円 円 円 ％ ％

7,194,976,000 7,113,135,853 35,081,000 46,759,147 98.9 30.1

２１ 年 度 6,025,639,000 5,887,532,792 56,600,000 81,506,208 97.7 25.6

差引増減 1,169,337,000 1,225,603,061 △ 21,519,000 △ 34,747,061 1.2 4.5

区　　 分

２２ 年 度

 

 

    民生費は，予算現額７,１９４,９７６,０００円に対し，支出済額は７,１１３,１３５,８５３

円で，翌年度へ３５,０８１,０００円を繰り越し，不用額は４６,７５９,１４７円である。執行

率は９８.９％であり，前年度より１,２２５,６０３,０６１円（２０.８％）の増となっている。

支出額は，総支出済額の３０.１％を占め，第１位である。 

  支出済額の主なものは，国民健康保険特別会計への繰出金８００,０００,０００円，後期高齢

者医療特別会計への繰出金６０８,８２３,０００円，介護保険特別会計への繰出金５７１,０８

７,０００円，心身障がい者福祉費の扶助費７２３,０８１,３８７円，医療福祉費の扶助費４２

５,９５４,８６７円，児童福祉総務費の扶助費２４９,１２５,２７０円，児童運営費の扶助費１,

２３３,０２０,０００円，民間保育所運営費負担金３３０,５０２,８４０円，生活保護費の扶助

費６２４,０４５,１７９円である。 

なお，翌年度繰越額の内訳は，児童福祉費の保育所施設改修事業１３,２００,０００円，生活

保護費のレセプト管理システム事業２,９０７,０００円，災害救助費の災害救助事業１８,９７

４,０００円である。 

 

第４款 衛生費 

予 算 現 額 支 出 済 額 翌 年 度 繰 越 額 不 用 額 執 行 率 総支出済
Ａ Ｂ Ｃ Ａ－Ｂ－Ｃ Ｂ／Ａ 額構成比
円 円 円 円 ％ ％

1,948,271,000 1,915,567,879 0 32,703,121 98.3 8.1

２１ 年 度 1,998,115,000 1,959,951,863 8,500,000 29,663,137 98.1 8.5

差引増減 △ 49,844,000 △ 44,383,984 △ 8,500,000 3,039,984 0.2 △ 0.4

区　　 分

２２ 年 度
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衛生費は，予算現額１,９４８,２７１,０００円に対し，支出済額は１,９１５,５６７,８７９

円で，不用額は３２,７０３,１２１円である。執行率は９８.３％であり，前年度より４４,３８

３,９８４円（２.３％）の減となっている。支出額は，総支出済額の８.１％を占めている。 

支出済額の主なものは，清掃総務費の下妻地方広域事務組合負担金４２４,５０３,０００円と

常総地方広域市町村圏事務組合負担金３８５,９９９,０００円，じんかい処理費のごみ収集委託

料１７８,２５５,２５０円，し尿処理費の常総衛生組合負担金２３０,４１３,９５６円と下妻地

方広域事務組合負担金４１,７８８,０００円，環境衛生費の水道会計補助金５０,０００,０００

円である。 

 

第５款 労働費 

予 算 現 額 支 出 済 額 翌 年 度 繰 越 額 不 用 額 執 行 率 総支出済
Ａ Ｂ Ｃ Ａ－Ｂ－Ｃ Ｂ／Ａ 額構成比
円 円 円 円 ％ ％

24,979,000 24,258,622 0 720,378 97.1 0.1

２１ 年 度 23,841,000 21,911,356 0 1,929,644 91.9 0.1

差引増減 1,138,000 2,347,266 0 △ 1,209,266 5.2 0.0

区　　 分

２２ 年 度

 

 

労働費は，予算現額２４,９７９,０００円に対し，支出済額は２４,２５８,６２２円で，不用

額は７２０,３７８円である。執行率は９７.１％であり，前年度より２,３４７,２６６円（１０.

７％）の増となっている。支出額は，総支出済額の０.１％を占めている。 

支出済額の主なものは，勤労青少年ホーム管理費の建物管理委託料６,８７０,３６０円，労働

諸費の敷地借上料７,０６４,４００円である。 

 

第６款 農林水産業費 

予 算 現 額 支 出 済 額 翌年度繰越額 不 用 額 執 行 率 総支出済
Ａ Ｂ Ｃ Ａ－Ｂ－Ｃ Ｂ／Ａ 額構成比
円 円 円 円 ％ ％

810,087,000 785,224,402 8,245,000 16,617,598 96.9 3.3

２１ 年 度 1,045,279,000 1,022,422,767 2,000,000 20,856,233 97.8 4.5

差引増減 △ 235,192,000 △ 237,198,365 6,245,000 △ 4,238,635 △ 0.9 △ 1.2

区　　 分

２２ 年 度

 

 

農林水産業費は，予算現額８１０,０８７,０００円に対し，支出済額は７８５,２２４,４０２

円で，翌年度へ８,２４５,０００円を繰り越し,不用額は１６,６１７,５９８円である。執行率

は９６.９％であり，前年度より２３７,１９８,３６５円（２３.２％）の減となっている。支出

額は，総支出済額の３.３％を占めている。 

 支出済額の主なものは，農業集落排水事業特別会計への繰出金１８０,８１８,０００円，農業

振興費の生産調整推進対策事業費補助金２８,７８０,８９５円，農地費の霞ヶ浦用水公団営事業

県負担金１５,９７５,６５５円，霞ヶ浦用水国営事業県負担金１８,６８９,８６７円，国営霞ヶ

浦用水事業土地改良区負担金２３,５４５,９００円，県営畑地帯総合整備事業菅生地区県負担金

１７,１４５,０００円，あすなろの里管理費の業務管理委託料５８,０２５,９５７円である。 

なお，翌年度繰越額は，全額農業費の排水路整備工事費である。 
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第７款 商工費 

予 算 現 額 支 出 済 額 翌 年 度 繰 越 額 不 用 額 執 行 率 総支出済
Ａ Ｂ Ｃ Ａ－Ｂ－Ｃ Ｂ／Ａ 額構成比
円 円 円 円 ％ ％

204,109,000 200,734,488 0 3,374,512 98.3 0.9

２１ 年 度 219,516,000 213,441,130 0 6,074,870 97.2 0.9

差引増減 △ 15,407,000 △ 12,706,642 0 △ 2,700,358 1.1 0.0

区　　 分

２２ 年 度

 

 

商工費は，予算現額２０４,１０９,０００円に対し，支出済額は２００,７３４,４８８円で，

不用額は３,３７４,５１２円である。執行率は９８.３％であり，前年度より，１２,７０６,６

４２円（６.０％）の減となっている。支出額は，総支出済額の０.９％を占めている。 

支出済額の主なものは，商工業振興費の商工会補助金１５,５００,０００円，県信用保証協会

保証料補給金８,２３１,０００円，常総プレミアム商品券補助金８,０００,０００円，観光費の

観光協会補助金１１,４００,０００円と花火大会補助金１１,０００,０００円である。 

 

第８款 土木費 

予 算 現 額 支 出 済 額 翌 年 度 繰 越 額 不 用 額 執 行 率 総支出済
Ａ Ｂ Ｃ Ａ－Ｂ－Ｃ Ｂ／Ａ 額構成比
円 円 円 円 ％ ％

3,800,110,000 2,971,929,794 610,682,000 217,498,206 78.2 12.6

２１ 年 度 4,816,417,000 3,219,409,714 1,561,837,000 35,170,286 66.8 14.0

差引増減 △ 1,016,307,000 △ 247,479,920 △ 951,155,000 182,327,920 11.4 △ 1.4

区　　 分

２２ 年 度

 

 

土木費は，予算現額３,８００,１１０,０００円に対し，支出済額は２,９７１,９２９,７９４ 

円で，翌年度へ６１０,６８２,０００円を繰り越し，不用額は２１７,４９８,２０６円である。

執行率は７８.２％であり，前年度より２４７,４７９,９２０円（７.７％）の減となっている。

支出額は，総支出済額の１２.６％を占め，第３位である。 

 支出済額の主なものは，公共下水道事業特別会計への繰出金３６１,１０２,０００円，道路維

持費の維持修繕工事費１１２,７１２,６１０円，道路新設改良費の改良舗装工事費１７８,２２

３,０００円，つくば下総広域農道関連市町村道事業費の橋りょう等工事費７４２,６０７,５０

０円，まちづくり事業費の道路改良舗装工事費１７２,８００,５００円と物件補償料９２,６６

７,９２９円，西幹線整備事業費の工事委託料１８２,７４８,０００円と用地購入費９２,８８８,

６３４円と物件補償料１０９,２７２,９８３円である。 

なお，翌年度繰越額の内訳は，道路橋りょう費の道路維持修繕事業３１,４３８,０００円と道

路新設改良事業１２２,９３８,０００円と常総橋・橋台修繕調査設計委託料３,０８７,０００円

とつくば下総広域農道関連市町村道事業６０,７０９,０００円，都市計画費のまちづくり事業２

２２,８６７,０００円と西幹線整備事業６２,８９４,０００円と都市下水路事業６０,１００,

０００円，さらに，事故繰越は，都市計画費のまちづくり事業３３,８０２,０００円と西幹線整

備事業１２,８４７,０００円である。 

 

第９款 消防費 

予 算 現 額 支 出 済 額 翌 年 度 繰 越 額 不 用 額 執 行 率 総支出済
Ａ Ｂ Ｃ Ａ－Ｂ－Ｃ Ｂ／Ａ 額構成比
円 円 円 円 ％ ％

1,215,714,000 1,188,319,014 14,418,000 12,976,986 97.7 5.1

２１ 年 度 1,215,183,000 1,192,452,654 3,098,000 19,632,346 98.1 5.2

差引増減 531,000 △ 4,133,640 11,320,000 △ 6,655,360 △ 0.4 △ 0.1

区　　 分

２２ 年 度
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消防費は，予算現額１,２１５,７１４,０００円に対し，支出済額は１,１８８,３１９,０１４

円で，翌年度へ１４,４１８,０００円を繰り越し，不用額は１２,９７６,９８６円である。執行

率は９７.７％であり，前年度より４,１３３,６４０円（０.３％）の減となっている。支出額は，

総支出済額の５.１％を占めている。 

支出済額の主なものは，常備消防費の常総地方広域市町村圏事務組合負担金６９１,５１７,０

００円と茨城西南地方広域市町村圏事務組合負担金３２０,８０３,０００円である。 

なお，翌年度繰越額は，全額消防費の災害対策事業である。 

 

第１０款 教育費 

予 算 現 額 支 出 済 額 翌 年 度 繰 越 額 不 用 額 執 行 率 総支出済
Ａ Ｂ Ｃ Ａ－Ｂ－Ｃ Ｂ／Ａ 額構成比
円 円 円 円 ％ ％

4,296,345,000 2,761,650,126 1,380,605,000 154,089,874 64.3 11.7

２１ 年 度 3,091,529,000 2,464,136,089 529,461,000 97,931,911 79.7 10.7

差引増減 1,204,816,000 297,514,037 851,144,000 56,157,963 △ 15.4 1.0

区　　 分

２２ 年 度

 

 

教育費は，予算現額４,２９６,３４５,０００円に対し，支出済額は２,７６１,６５０,１２６

円で，翌年度へ１,３８０,６０５,０００円を繰り越し，不用額は１５４,０８９,８７４円であ

る。執行率は６４.３％であり，前年度より２９７,５１４,０３７円（１２.１％）の増となって

いる。支出済額は，総支出済額の１１.７％を占めている。 

支出済額の主なものは，小学校費の耐震補強工事費２４５,９６２,５００円，中学校費の石下

中学校校舎建設工事費３８６,９４３,０００円，学校給食施設費の賄材料費１４９,５０５,９７

４円，常総・下妻学校給食組合負担金１１８,９８５,０００円である。 

なお，翌年度繰越額の主なものは，小学校費の耐震補強事業９１,４８４,０００円，中学校費

の耐震補強事業２０,５７２,０００円と水海道西中学校校舎建設事業６５４,６６８,０００円

と石下中学校屋内運動場建設事業３３６,４４０,０００円と石下西中学校校舎建設工事基本設

計等業務委託料２８,０００,０００円と石下西中学校災害関連事業２１７,４９０,０００円で

ある。 

 

第１１款 公債費 

予 算 現 額 支 出 済 額 翌 年 度 繰 越 額 不 用 額 執 行 率 総支出済
Ａ Ｂ Ｃ Ａ－Ｂ－Ｃ Ｂ／Ａ 額構成比
円 円 円 円 ％ ％

2,572,550,000 2,571,267,669 0 1,282,331 100.0 10.9

２１ 年 度 2,529,297,000 2,516,987,937 0 12,309,063 99.5 10.9

差引増減 43,253,000 54,279,732 0 △ 11,026,732 0.5 0.0

区　　 分

２２ 年 度

 

 

公債費は，予算現額２,５７２,５５０,０００円に対し，支出済額は２,５７１,２６７,６６９

円で，不用額は１,２８２,３３１円である。執行率は１００.０％であり，前年度より５４,２７

９,７３２円（２.２％）の増となっている。支出済額は，総支出済額の１０.９％を占めている。 

支出済額の主なものは，地方債元金２,１４９,９７５,３４７円，地方債利子４２０,８３０,

１２６円である。 
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第１２款 予備費 

予 算 現 額 支 出 済 額 翌 年 度 繰 越 額 不 用 額 執 行 率 総支出済
Ａ Ｂ Ｃ Ａ－Ｂ－Ｃ Ｂ／Ａ 額構成比
円 円 円 円 ％ ％

82,926,000 0 0 82,926,000 0.0 0.0

２１ 年 度 18,365,600 0 0 18,365,600 0.0 0.0

差引増減 64,560,400 0 0 64,560,400 0.0 0.0

区　　 分

２２ 年 度

 

 

予備費は１５６,８４２,０００円の充用を行い，予算現額８２,９２６,０００円である。充用

の内容は，総務費へ１５１,１９３,０００円，農林水産業費へ３８８,０００円，教育費へ５,２

６１,０００円である。 

 

第１３款 災害復旧費 

予 算 現 額 支 出 済 額 翌 年 度 繰 越 額 不 用 額 執 行 率 総支出済
Ａ Ｂ Ｃ Ａ－Ｂ－Ｃ Ｂ／Ａ 額構成比
円 円 円 円 ％ ％

117,446,000 5,571,622 84,523,000 27,351,378 4.7 0.0

２１ 年 度 0 0 0 0 - -

差引増減 117,446,000 5,571,622 84,523,000 27,351,378 皆増 皆増

区　　 分

２２ 年 度

 

 

災害復旧費は，予算現額１１７,４４６,０００円に対し，支出済額は５,５７１,６２２円で，

翌年度へ８４,５２３,０００円を繰り越し，不用額は２７,３５１,３７８円である。執行率は４.

７％である。 

支出済額の内訳は，公共施設災害復旧費の工事請負費等である。 

なお，翌年度繰越額は，全額公共施設災害復旧費の災害復旧事業である。 

 

 

 

実質収支額は，歳入総額２４,６７２,８６０千円から歳出総額２３,６０７,９７９千円を差 

し引いた歳入歳出差引額１,０６４,８８１千円より，翌年度へ繰り越すべき財源である繰越明許

費繰越額４６４,２７５千円と事故繰越額３４,４４９千円を減した５６６,１５７千円である。 
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３ 特 別 会 計 

（１）国民健康保険特別会計 

   国民健康保険特別会計の歳入歳出決算額の対前年度比較は，次表のとおりである。 

（歳 入） 

予 算 現 額 調 定 額 収 入 済 額 不 納 欠 損 額 収 入 未 済 額
Ａ Ｂ Ｃ Ｄ Ｂ－Ｃ－Ｄ Ｃ／Ａ Ｃ／Ｂ
円 円 円 円 円 ％ ％

7,269,316,000 8,627,283,085 7,363,030,411 119,284,086 1,144,968,588 101.3 85.3

２１ 年 度 7,359,388,000 8,437,352,060 7,217,847,523 68,174,491 1,151,330,046 98.1 85.5

差引増減 △ 90,072,000 189,931,025 145,182,888 51,109,595 △ 6,361,458 3.2 △ 0.2

区　　分

２２ 年 度

収入率

  

（歳 出） 

予 算 現 額 支 出 済 額 翌 年 度 繰 越 額 不 用 額 執 行 率

Ａ Ｂ Ｃ Ａ－Ｂ－Ｃ Ｂ／Ａ
円 円 円 円 ％

7,269,316,000 7,151,576,156 0 117,739,844 98.4

２１ 年 度 7,359,388,000 7,212,717,023 0 146,670,977 98.0

差引増減 △ 90,072,000 △ 61,140,867 0 △ 28,931,133 0.4

２２ 年 度

区　 　分

  

 国民健康保険特別会計の歳入決算額は７,３６３,０３０,４１１円，歳出決算額は７,１５１,５

７６,１５６円であり，歳入歳出差引額は２１１,４５４,２５５円である。 

 

ア 歳入の状況 

  本年度の国民健康保険特別会計の歳入状況は，別表４（１）のとおりである。       

歳入については，予算現額７,２６９,３１６,０００円に対し８,６２７,２８３,０８５円を調

定し，収入済額は７,３６３,０３０,４１１円で，不納欠損額が１１９,２８４,０８６円，収入

未済額は１,１４４,９６８,５８８円である。予算現額に対する収入率は１０１.３％，調定額に

対する収入率は８５.３%であり，収入済額は前年度より１４５,１８２,８８８円（２.０%）の増

である。 

  収入未済額の主なものは国民健康保険税１,１４０,３８４,６３８円である。 

不納欠損の内訳は，国民健康保険税１１８,９２１,９８６円と督促手数料３６２,１００円で

ある。 

  

イ 国民健康保険税の収入状況 

予算現額 調　定　額 収入済額 不納欠損額 収入未済額
円 円 円 円 円

現年課税分 1,741,068,000 2,010,015,746 1,763,542,743 0 246,473,003

滞納繰越分 167,880,000 1,115,700,770 129,024,991 117,125,671 869,550,108

現年課税分 128,989,000 144,124,954 138,908,200 0 5,216,754

滞納繰越分 5,897,000 24,978,376 4,037,288 1,796,315 19,144,773

2,043,834,000 3,294,819,846 2,035,513,222 118,921,986 1,140,384,638

区　　　　　　　　　　分

　１　一般被保険者
　　　国民健康保険税

　２　退職被保険者等
　　　国民健康保険税

　合　　　　　　計

 国民健康保険税は，予算現額２,０４３,８３４,０００円に対し３,２９４,８１９,８４６円を

調定し，収入済額は２,０３５,５１３,２２２円で，予算現額に対する収入率は９９.６％，調定

額に対する収入率は６１.８％である。収入未済額の合計は１,１４０,３８４,６３８円で１０億

円を超えており，現年課税分，滞納繰越分ともに徴収率の向上を望むものである。 

不納欠損は地方税法の規定に基づき処理されているが，不納欠損処分に際しては，税負担の 

公平性の原則のもと綿密な実態調査をして収納に努め安易な処分をとらないよう十分留意され

たい。 
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ウ 歳出の状況 

歳出については，予算現額７,２６９,３１６,０００円に対し，支出済額は７,１５１,５７６,

１５６円で，不用額は１１７,７３９,８４４円である。執行率は９８.４％であり，前年度より

６１,１４０,８６７円（０.８％）の減である。 

支出済額の主なものは，保険給付費４,７５４,８７８,５５８円，後期高齢者支援金等８７５,

１６７,７０１円，介護納付金４１０,６５４,４６０円，共同事業拠出金８８１,３７９,７０７

円である。一人あたりの療養諸費の費用額は２６０,３８１円である。 

     

実質収支額は，歳入総額７,３６３,０３０千円から歳出総額７,１５１,５７６千円を差し引い

た２１１,４５４千円である。 

 

  国民健康保険特別会計は，加入者の高齢化の進行，経済不況による社会保険からの離脱によ 

る加入者数の増加等により，保険給付費は，増加の一途をたどっている。一方保険税収入の伸 

びは経済不況等の影響から鈍化しており，本事業の財政運営は依然として厳しい状況に置かれ 

ている。平成２０年度からは，後期高齢者医療制度の創設にともない，これまで医療分から老 

人保健拠出金を出していたのに替えて，後期高齢者支援金分として区別することで，後期高齢 

者の医療費について国保の分担金が明確になった。今後は，保険税の収納率の向上に努めると 

ともに，本事業に対する市民の意識と理解を求め，保険事業の充実並びに諸経費の節減に努め 

ながら，国民健康保険事業の健全化に務められるよう望むものである。 

 

 

（２）老人保健特別会計 

  老人保健特別会計の歳入歳出決算額の対前年度比較は，次表のとおりである。 

（歳 入） 

予 算 現 額 調 定 額 収 入 済 額 収 入 未 済 額
Ａ Ｂ Ｃ Ｂ－Ｃ Ｃ／Ａ Ｃ／Ｂ
円 円 円 円 ％ ％

5,680,000 5,098,503 5,098,503 0 89.8 100.0

２１ 年 度 84,782,000 84,858,381 84,858,381 0 100.1 100.0

差引増減 △ 79,102,000 △ 79,759,878 △ 79,759,878 0 △ 10.3 0.0

区　　分
収入率

２２ 年 度

  

 

（歳 出） 

予 算 現 額 支 出 済 額 翌 年 度 繰 越 額 不 用 額 執 行 率

Ａ Ｂ Ｃ Ａ－Ｂ－Ｃ Ｂ／Ａ
円 円 円 円 ％

5,680,000 5,098,503 0 581,497 89.8

２１ 年 度 84,782,000 82,229,623 0 2,552,377 97.0

差引増減 △ 79,102,000 △ 77,131,120 0 △ 1,970,880 △ 7.2

２２ 年 度

区　 　分

   

老人保健特別会計の歳入決算額は５,０９８,５０３円，歳出決算額は５,０９８,５０３円であ

り，歳入歳出差引額は０円である。 

 

ア 歳入の状況 

歳入については，予算現額５,６８０,０００円に対し５,０９８,５０３円を調定し，収入済額

も同額である。 

収入済額の主なものは，繰越金２,６２８,７５８円である。 

なお，不納欠損額及び収入未済額はない。 
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イ 歳出の状況 

歳出については，予算現額５,６８０,０００円に対し，支出済額は５,０９８,５０３円で，不

用額は５８１,４９７円である。執行率は８９.８％である。 

支出済額の内訳は，総務費３,３６３,９３０円と医療諸費１,７３４,５７３円である。 

 

  実質収支額は，歳入総額，歳出総額共に５,０９９千円で，０円である。 

 

高齢化が進展する中，当事業は平成２０年度診療分から新設の後期高齢者医療事業特別会計へ

移行され，以後は債権債務の精算が行われていたが，本年度で老人保健特別会計は終了となった。 

 

 

（３）後期高齢者医療特別会計 

  後期高齢者医療特別会計の歳入歳出決算額は，次表のとおりである。 

（歳 入） 

予 算 現 額 調 定 額 収 入 済 額 収 入 未 済 額
Ａ Ｂ Ｃ Ｂ－Ｃ Ｃ／Ａ Ｃ／Ｂ
円 円 円 円 ％ ％

976,344,000 934,130,282 929,006,069 5,124,213 95.2 99.5

２１ 年 度 965,571,000 949,834,069 946,806,499 3,027,570 98.1 99.7

差引増減 10,773,000 △ 15,703,787 △ 17,800,430 2,096,643 △ 2.9 △ 0.2

区　　分
収入率

２２ 年 度

  

（歳 出） 

予 算 現 額 支 出 済 額 翌 年 度 繰 越 額 不 用 額 執 行 率

Ａ Ｂ Ｃ Ａ－Ｂ－Ｃ Ｂ／Ａ
円 円 円 円 ％

976,344,000 917,996,846 0 58,347,154 94.0

２１ 年 度 965,571,000 940,570,899 0 25,000,101 97.4

差引増減 10,773,000 △ 22,574,053 0 33,347,053 △ 3.4

２２ 年 度

区　 　分

   

 

後期高齢者医療特別会計の歳入決算額は９２９,００６,０６９円，歳出決算額は９１７,９９

６,８４６円であり，歳入歳出差引額は１１,００９,２２３円である。 

 

ア 歳入の状況 

歳入については，予算現額９７６,３４４,０００円に対し９３４,１３０,２８２円を調定し，

収入済額は９２９,００６,０６９円で，収入未済額は５,１２４,２１３円である。予算現額に対

する収入率は９５.２％，調定額に対する収入率は９９.５％であり，収入済額は前年度より１７,

８００,４３０円（１.９％）の減である。 

収入済額の主なものは，後期高齢者医療保険料３０７,９３２,０５７円，繰入金６０８,８２

３,０００円である。 

収入未済額は，後期高齢者医療保険料５,１２４,２１３円である。 

 

イ 歳出の状況 

歳出については，予算現額９７６,３４４,０００円に対し，支出済額は９１７,９９６,８４６

円で，不用額は５８,３４７,１５４円である。執行率は９４.０％である。 

 支出済額の主なものは，後期高齢者医療広域連合納付金９０４,２７１,７７３円である。 

 

実質収支額は，歳入総額９２９,００６千円から歳出総額９１７,９９７千円を差し引いた１１,

００９千円である。 
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老人医療費が増大する中，現役世代と高齢者世代の負担を明確化し，公平で分かりやすい制度

とするため，平成２０年４月から新しい医療保険制度として後期高齢者医療制度が始まり，被保

険者全ての人が保険料を納めることになっている。しかし，保険料の未納額が，今年度５百万円

を超えており，国民健康保険税，介護保険料と同じように毎年滞納額が増加することが懸念され

る。保険料の収納率の向上を図るために，十分な調査を行い，口座振替の促進，臨戸徴収を行う

など，今後の円滑な事業の運営に向け，創意工夫と努力を望むものである。 

 

 

（４）介護保険特別会計 

介護保険特別会計の歳入歳出決算の対前年度比較は，次表のとおりである。 

（歳 入） 

予 算 現 額 調 定 額 収 入 済 額 不 納 欠 損 額 収 入 未 済 額
Ａ Ｂ Ｃ Ｄ Ｂ－Ｃ－Ｄ Ｃ／Ａ Ｃ／Ｂ
円 円 円 円 円 ％ ％

3,706,723,000 3,703,890,417 3,681,516,770 3,085,650 19,287,997 99.3 99.4

２１ 年 度 3,525,200,000 3,496,843,758 3,474,435,283 2,923,850 19,484,625 98.6 99.4

差引増減 181,523,000 207,046,659 207,081,487 161,800 △ 196,628 0.7 0.0

区　　分
収入率

２２ 年 度

  

 

（歳 出） 

予 算 現 額 支 出 済 額 翌 年 度 繰 越 額 不 用 額 執 行 率

Ａ Ｂ Ｃ Ａ－Ｂ－Ｃ Ｂ／Ａ
円 円 円 円 ％

3,706,723,000 3,660,751,521 0 45,971,479 98.8

２１ 年 度 3,525,200,000 3,435,624,404 0 89,575,596 97.5

差引増減 181,523,000 225,127,117 0 △ 43,604,117 1.3

２２ 年 度

区　 　分

  

介護保険特別会計の歳入決算額は３,６８１,５１６,７７０円，歳出決算額は３,６６０,７５

１,５２１円であり，歳入歳出差引額は２０,７６５,２４９円である。 

 

ア 歳入の状況 

歳入については，予算現額３,７０６,７２３,０００円に対し３,７０３,８９０,４１７円を調

定し，収入済額は３,６８１,５１６,７７０円で，不納欠損額が３,０８５,６５０円，収入未済

額は１９,２８７,９９７円である。予算現額に対する収入率は９９.３％，調定額に対する収入

率は９９.４％であり，収入済額は前年度より２０７,０８１,４８７円（６.０％）の増である。 

  収入未済額は，介護保険料１９,００１,６９７円と督促手数料２８６,３００円である。 

不納欠損の内訳は，介護保険料３,０３５,９００円と督促手数料４９,７５０円である。 

 

イ 歳出の状況 

歳出については，予算現額３,７０６,７２３,０００円に対し，支出済額は３,６６０,７５１,

５２１円で，不用額は４５,９７１,４７９円である。執行率は９８.８％であり，前年度より２

２５,１２７,１１７円（６.６％）の増である。 

  支出済額の主なものは，保険給付費３,４２９,９８４,４７５円である。 

 

実質収支額は，歳入総額３,６８１,５１７千円から歳出総額３,６６０,７５２千円を差し引い 

た２０,７６５千円である。 
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要介護（支援）認定者は２,１３４人で，前年度比較５８人（２.８％）の増である。 

保険料の未収金は，前年度に比較して１７３,６２８円（０.９％）の減となっている。 

今後は，介護予防を推進し，保険給付費増加の抑制を図られたい。また，保険料の収納率の向

上を図るために，口座振替の促進又は臨戸徴収を行うなど，今後の円滑な事業の運営に向け，な

お一層の創意工夫と努力を望むものである。 

 

 

（５）介護サービス事業特別会計 

  介護サービス事業特別会計の歳入歳出決算の対前年度比較は，次表のとおりである。 

 

 （歳 入） 

予 算 現 額 調 定 額 収 入 済 額 不 納 欠 損 額 収 入 未 済 額
Ａ Ｂ Ｃ Ｄ Ｂ－Ｃ－Ｄ Ｃ／Ａ Ｃ／Ｂ
円 円 円 円 円 ％ ％

11,047,000 9,740,867 9,740,867 0 0 88.2 100.0

２１ 年 度 6,350,000 7,045,745 7,045,745 0 0 111.0 100.0

差引増減 4,697,000 2,695,122 2,695,122 0 0 △ 22.8 0.0

区　　分
収入率

２２ 年 度

  

 

（歳 出） 

予 算 現 額 支 出 済 額 翌 年 度 繰 越 額 不 用 額 執 行 率
Ａ Ｂ Ｃ Ａ－Ｂ－Ｃ Ｂ／Ａ
円 円 円 円 ％

11,047,000 6,782,409 0 4,264,591 61.4

２１ 年 度 6,350,000 3,752,238 0 2,597,762 59.1

差引増減 4,697,000 3,030,171 0 1,666,829 2.3

２２ 年 度

区　 　分

  

介護サービス事業特別会計の歳入決算額は９,７４０,８６７円，歳出決算額は６,７８２,４０

９円であり，歳入歳出差引額は２,９５８,４５８円である。 

 

 

ア 歳入の状況 

歳入については，予算現額１１,０４７,０００円に対し９,７４０,８６７円を調定し，収入済

額も同額である。予算現額に対する収入率は８８.２％，調定額に対する収入率は１００％であ

り，収入済額は前年度より２,６９５,１２２円（３８.３％）の増である。 

収入済額の主なものは，介護予防サービス計画費収入６,４４７,３６０円である。 

  

イ 歳出の状況 

歳出については，予算現額１１,０４７,０００円に対し，支出済額は６,７８２,４０９円で，

不用額は４,２６４,５９１円である。執行率は６１.４％である。 

支出済額の主なものは，一般会計繰出金３,２９４,０００円と介護予防支援事業費３,０９４,

６００円である。 

 

実質収支額は，歳入総額９,７４１千円から歳出総額６,７８２千円を差し引いた２,９５９千

円である。 
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（６）公共下水道事業特別会計 

公共下水道事業特別会計の歳入歳出決算額の対前年度比較は，次表のとおりである。 

 （歳 入） 

予 算 現 額 調 定 額 収 入 済 額 不納欠損額 収 入 未 済 額
Ａ Ｂ Ｃ Ｄ Ｂ－Ｃ－Ｄ Ｃ／Ａ Ｃ／Ｂ
円 円 円 円 円 ％ ％

1,822,692,000 1,847,179,308 1,518,919,155 133,453 328,126,700 83.3 82.2

２１ 年 度 1,991,712,000 2,031,081,516 1,576,609,415 21,419 454,450,682 79.2 77.6

差引増減 △ 169,020,000 △ 183,902,208 △ 57,690,260 112,034 △ 126,323,982 4.1 4.6

区　　分
収入率

２２ 年 度

  

（歳 出） 

予 算 現 額 支 出 済 額 翌 年 度 繰 越 額 不 用 額 執 行 率

Ａ Ｂ Ｃ Ａ－Ｂ－Ｃ Ｂ／Ａ
円 円 円 円 ％

1,822,692,000 1,405,924,334 405,520,000 11,247,666 77.1

２１ 年 度 1,991,712,000 1,530,253,907 445,064,000 16,394,093 76.8

差引増減 △ 169,020,000 △ 124,329,573 △ 39,544,000 △ 5,146,427 0.3

２２ 年 度

区　 　分

  

公共下水道事業特別会計の歳入決算額は１,５１８,９１９,１５５円，歳出決算額は１,４０５,

９２４,３３４円であり，歳入歳出差引額は１１２,９９４,８２１円である。 

   

ア 歳入の状況 

歳入については，予算現額１,８２２,６９２,０００円に対し１,８４７,１７９,３０８円を調

定し，収入済額は１,５１８,９１９,１５５円で，不納欠損額が１３３,４５３円，収入未済額は

３２８,１２６,７００円である。予算現額に対する収入率は８３.３％，調定額に対する収入率

は８２.２％であり，収入済額は前年度より５７,６９０,２６０円（３.７％）の減である。 

収入済額の主なものは，市債５２６,７００,０００円，一般会計繰入金３６１,１０２,０００

円，国庫支出金３２５,４２７,５００円，公共下水道負担金８７,２７１,５１０円と公共下水道

使用料１５８,２６１,１４５円である。 

収入未済額の主なものは，受益者負担金３３,９６３,２８０円，国庫補助金５８,３３２,５０

０円と市債２３３,４００,０００円である。 

不納欠損は，全額公共下水道使用料である。 

 

イ 歳出の状況 

歳出については，予算現額１,８２２,６９２,０００円に対し，支出済額は１,４０５,９２４,

３３４円で，不用額は１１,２４７,６６６円である。執行率は７７.１％であり，前年度より１

２４,３２９,５７３円（８.１％）の減である。 

  支出済額の主なものは，公共下水道事業費９３８,３８６,８２０円である。 

翌年度繰越額４０５,５２０,０００円の内訳は，中央公共下水道事業費の繰越明許費３１４,

１０７,０００円と流域下水道事業費の繰越明許費８６,１１０,０００円，事故繰越５,３０３,

０００円である。 

 

実質収支額は，歳入総額１,５１８,９１９千円から歳出総額１,４０５,９２４千円を差し引い

た歳入歳出差引額１１２,９９５千円から，さらに翌年度へ繰り越すべき財源である繰越明許費

繰越額１０２,０１４千円と事故繰越額２,５７５千円を減した８,４０６千円である。 

 

公共下水道事業特別会計は，本市の公衆衛生の向上に寄与し，併せて公共用水域の保全に資す

ることを目的として設置するもので，事業に着手している地区の事業推進に努めるとともに， 

既に供用開始をしている地区については，引き続き加入促進を図るとともに，維持管理に万全 

を期されたい。 
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（７）大生郷特定公共下水道事業特別会計 

  大生郷特定公共下水道事業特別会計の歳入歳出決算額の対前年度比較は，次表のとおりである。 

 （歳 入） 

予 算 現 額 調 定 額 収 入 済 額 不納欠損額 収 入 未 済 額
Ａ Ｂ Ｃ Ｄ Ｂ－Ｃ－Ｄ Ｃ／Ａ Ｃ／Ｂ
円 円 円 円 円 ％ ％

184,374,000 167,968,380 167,968,380 0 0 91.1 100.0

２１ 年 度 253,543,000 247,963,784 247,963,784 0 0 97.8 100.0

差引増減 △ 69,169,000 △ 79,995,404 △ 79,995,404 0 0 △ 6.7 0.0

区　　分
収入率

２２ 年 度

  

（歳 出） 

予 算 現 額 支 出 済 額 翌 年 度 繰 越 額 不 用 額 執 行 率

Ａ Ｂ Ｃ Ａ－Ｂ－Ｃ Ｂ／Ａ
円 円 円 円 ％

184,374,000 167,709,203 0 16,664,797 91.0

２１ 年 度 253,543,000 246,908,600 0 6,634,400 97.4

差引増減 △ 69,169,000 △ 79,199,397 0 10,030,397 △ 6.4

２２ 年 度

区　 　分

  

大生郷特定公共下水道事業特別会計の歳入決算額は１６７,９６８,３８０円，歳出決算額は１

６７,７０９,２０３円であり，歳入歳出差引額は２５９,１７７円である。 

 

ア 歳入の状況 

歳入については，予算現額１８４,３７４,０００円に対し１６７,９６８,３８０円が調定額ど

おり収入されており，予算現額に対する収入率は９１.１％，調定額に対する収入率は１００％

であり，収入済額は前年度より７９,９９５,４０４円（３２.３％）の減である。 

収入済額の主なものは，下水道使用料３６,１２５,５６５円，国庫支出金２１,４００,０００

円，基金からの繰入金６３,０００,０００円，市債３７,４００,０００円である。 

 

イ 歳出の状況 

歳出については，予算現額１８４,３７４,０００円に対し，支出済額は１６７,７０９,２０３

円で，不用額は１６,６６４,７９７円である。執行率は９１.０％であり，前年度より７９,１９

９,３９７円（３２.１％）の減である。 

支出済額の主なものは，特定公共下水道事業費１５８,８３５,１０８円である。 

 

実質収支額は，歳入総額１６７,９６８千円から歳出総額１６７,７０９千円を差し引いた２５

９千円である。 

 

 

大生郷特定公共下水道事業特別会計は，公共用水域の保全に資することを目的として設置する

もので，大生郷工業団地と花島工業団地における工業用排水等の汚水，汚泥を処理する施設の整

備及び維持管理を図るものである。 

工業団地内の環境の改善と公共用水域の水質保全に寄与し，施設の経費の節減等維持管理に万

全を期されたい。 
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（８）農業集落排水事業特別会計 

農業集落排水事業特別会計の歳入歳出決算額の対前年度比較は，次表のとおりである。 

 （歳 入） 

予 算 現 額 調 定 額 収 入 済 額 不 納 欠 損 額 収 入 未 済 額
Ａ Ｂ Ｃ Ｄ Ｂ－Ｃ－Ｄ Ｃ／Ａ Ｃ／Ｂ
円 円 円 円 円 ％ ％

264,433,000 268,908,951 264,590,646 35,960 4,282,345 100.1 98.4

２１ 年 度 336,222,000 339,436,229 334,740,657 193,535 4,502,037 99.6 98.6

差引増減 △ 71,789,000 △ 70,527,278 △ 70,150,011 △ 157,575 △ 219,692 0.5 △ 0.2

区　　分
収入率

２２ 年 度

   

（歳 出） 

区　 　分 予 算 現 額 支 出 済 額 翌 年 度 繰 越 額 不 用 額 執 行 率

Ａ Ｂ Ｃ Ａ－Ｂ－Ｃ Ｂ／Ａ
円 円 円 円 ％

264,433,000 259,404,916 0 5,028,084 98.1

２１ 年 度 336,222,000 327,326,678 0 8,895,322 97.4

差引増減 △ 71,789,000 △ 67,921,762 0 △ 3,867,238 0.7

２２ 年 度

  
農業集落排水事業特別会計の歳入決算額は２６４,５９０,６４６円，歳出決算額は２５９,４ 

 ０４,９１６円であり，歳入歳出差引額は５,１８５,７３０円である。 

 

ア 歳入の状況 

歳入については，予算現額２６４,４３３,０００円に対し２６８,９０８,９５１円を調定し，

収入済額は２６４,５９０,６４６円で，不納欠損額が３５,９６０円，収入未済額は４,２８２,

３４５円である。予算現額に対する収入率は１００.１％，調定額に対する収入率は，９８.４％

であり，収入済額は，前年度より７０,１５０,０１１円（２１.０％）の減である。 

収入済額の主なものは，一般会計繰入金１８０,８１８,０００円，使用料７６,３５８,６６７

円である。 

収入未済額の主なものは，使用料４,２８２,３４５円で，現年度分が１,０５８,２５２円，過

年度分が３,２２４,０９３円である。 

不納欠損は，全額農業集落排水事業使用料である。 

 

イ 歳出の状況 

歳出については，予算現額２６４,４３３,０００円に対し，支出済額は２５９,４０４,９１６

円で，不用額は５,０２８,０８４円である。執行率は９８.１％であり，前年度より６７,９２１,

７６２円（２０.８％）の減となっている。 

 支出済額の内訳は，公債費１７３,９２１,４５６円と農業集落排水事業費８５,４８３,４６０

円である。 

   

実質収支額は，歳入総額２６４,５９１千円から歳出総額２５９,４０５千円を差し引いた５,

１８６千円である。 

 

 

農業集落排水事業特別会計は，農業集落における，し尿，生活雑排水等の汚水，汚泥を処理す

る施設の整備及び維持管理事業を図るもので，報恩寺，大花羽，沖新田，大生郷，五箇の５地区

において，水処理センターの正常な機能の維持及び汚水処理施設の適正な維持管理を図るもので

ある。 

  当会計の基盤をなす重要な財源である使用料は，収入未済額が４,２８２,３４５円であり，滞

納については，十分な調査を行い，臨戸徴収を行うなど今後の円滑な事業の運営に向け，なお一

層の創意工夫と努力を望むものである。 
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（９）自動車学校事業特別会計 

自動車学校事業特別会計の歳入歳出決算額の対前年度比較は，次表のとおりである。 

（歳 入） 

予 算 現 額 調 定 額 収 入 済 額 不 納 欠 損 額 収 入 未 済 額
Ａ Ｂ Ｃ Ｄ Ｂ－Ｃ－Ｄ Ｃ／Ａ Ｃ／Ｂ
円 円 円 円 円 ％ ％

123,408,000 111,723,873 111,723,873 0 0 90.5 100.0

２１ 年 度 128,331,000 130,186,414 130,186,414 0 0 101.4 100.0

差引増減 △ 4,923,000 △ 18,462,541 △ 18,462,541 0 0 △ 10.9 0.0

区　　分
収入率

２２ 年 度

   

（歳 出） 

予 算 現 額 支 出 済 額 翌 年 度 繰 越 額 不 用 額 執 行 率

Ａ Ｂ Ｃ Ａ－Ｂ－Ｃ Ｂ／Ａ
円 円 円 円 ％

123,408,000 111,723,873 0 11,684,127 90.5

２１ 年 度 128,331,000 120,381,560 0 7,949,440 93.8

差引増減 △ 4,923,000 △ 8,657,687 0 3,734,687 △ 3.3

２２ 年 度

区　 　分

  

自動車学校事業特別会計の歳入決算額は１１１,７２３,８７３円，歳出決算額は１１１,７２ 

３,８７３円であり，歳入歳出差引額は０円である。 

 

ア 歳入の状況 

歳入については，予算現額１２３,４０８,０００円に対し１１１,７２３,８７３円が調定額ど

おり収入されており，予算現額に対する収入率は９０.５％，調定額に対し１００％の収入率で

ある。 

収入済額は，前年度より１８,４６２,５４１円（１４.２％）の減である。 

 収入済額の主なものは，事業収入２５,９５６,６２４円と基金からの繰入金６８,５２８,００

０円である。収入未済額はない。 

 

イ 歳出の状況 

歳出については，予算現額１２３,４０８,０００円に対し，支出済額は１１１,７２３,８７３

円で，不用額１１,６８４,１２７円である。執行率は９０.５％であり，前年度より８,６５７,

６８７円（７.２％）の減である。 

  支出済額の内訳は，総務費６１,８４８,８１３円と教務費４９,８７５,０６０円である。 

 

実質収支額は，歳入総額，歳出総額共に１１１,７２４千円で，０円である。 

 

 

常総市営自動車学校は，昭和３７年５月に開校して以来，多くの優良運転者の育成，地域の自

動車交通の発展に寄与してきた。しかし，近年，免許を取得する適齢人口の減少が著しくなり，

経営の悪化より廃業する自動車学校が増える一方である。当校においても，今後，さらに加速さ

れる少子化に加え，若年層の「免許離れ」による影響が大きく，教習生増加の見通しが立たない

状況にあり，さらに，施設や設備の老朽化によりその修繕，更新等に多大な財政負担が見込まれ

ることから，市営事業としての存続が困難になった次第である。これらのことから，常総市営自

動車学校は，平成２３年３月３１日をもって閉校することとなり，自動車学校事業特別会計は，

当年度をもって終了となった。 
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４ 審査の意見 

 

（１） 財政収支の概要  （地方財政状況調査表より） 

 

ア 平成２２年度一般会計及び特別会計の総決算規模は，歳入決算総額３８,７２４,４５５,

３３７円，歳出決算総額３７,２９４,９４７,１５４円であり，形式収支は１,４２９,５０

８,１８３円である。ここから翌年度へ繰り越すべき財源６０３,３１３,０００円を控除し

た実質収支は８２６,１９５,１８３円となっている。 

  その詳細は別表２のとおりである。 

 

イ 総計決算における決算規模を前年度と比較すると，一般会計では，歳入で９４６,３８０,

７２５円（４.０％），歳出で６０５,４４６,１２５円（２.６％）それぞれ増加している。 

また，一般会計・特別会計を合わせた総決算規模では，歳入で９７７,４８１,６９８円（対

前年度比２.６％），歳出で３９２,６４８,９５４円（対前年度比１.１％）それぞれ増加し

ている。 

 その詳細は別表１のとおりである。 

 

  ウ 総決算額には，一般会計と特別会計間における繰入金又は繰出金が含まれている。この重

複決算額は２,５２１,８３０,０００円であり，これを控除した純決算額は，歳入が３６,２

０２,６２５,３３７円，歳出が３４,７７３,１１７,１５４円となっている。 

    その詳細は別表２のとおりである。 

 

 

（２）普通会計における財源の構成状況 

   本年度の普通会計歳入歳出決算における財源の構成状況は，次のとおりである。なお，普

通会計とは，総務省が定める基準により作成される統計上の会計で，本市においては，一般

会計と自動車学校事業特別会計を集約したものである。 

 

 ア 自主財源と依存財源 

市税，使用料，手数料，財産収入など自主的に調達し得る自主財源と国(県)支出金，地方

債などのように国(県)からの交付や許可を要する依存財源とに収入調達の拘束制の有無を

基準として分類するのは，財政基盤の安定性及び行政活動の自律性を図るためである。 

 

歳入決算額における自主財源と依存財源の構成状況は，次表のとおりである。 

決 算 額     A 構成比 決 算 額     B 構成比 決 算 額（A-B)　 C C/B
千円 ％ 千円 ％ 千円 ％

11,023,088 44.6 11,543,718 48.4 △ 520,630 △ 4.5

依存財源 13,709,533 55.4 12,293,743 51.6 1,415,790 11.5

比較増減　

3.8895,160100.0100.0 23,837,461

平成２２年度 平成２１年度
区   分

自主財源

計 24,732,621
  

 

本年度における自主財源は１１,０２３,０８８千円で，前年度と比較すると５２０,６３

０千円（４.５％）の減であり，構成比は４４.６％となっている。また，依存財源は１３,

７０９,５３３千円で，前年度と比較すると１,４１５,７９０千円（１１.５％）の増であり，

構成比は５５.４％となっている。 
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自主財源と依存財源の科目別構成状況の比較は，次表のとおりである。 

 

（自主財源） 

決 算 額     A 構成比 決 算 額     B 構成比 決 算 額（A-B)  C C/B

千円 ％ 千円 ％ 千円 ％

9,168,530 37.1 9,296,397 39.0 △ 127,867 △ 1.4

分担金及び負担金 189,003 0.8 194,186 0.8 △ 5,183 △ 2.7

使 用 料 ・ 手 数 料 401,209 1.6 470,312 2.0 △ 69,103 △ 14.7

財 産 収 入 60,222 0.2 55,106 0.2 5,116 9.3

寄 付 金 1,330 0.0 838 0.0 492 58.7

繰 入 金 85,055 0.3 290,788 1.2 △ 205,733 △ 70.8

繰 越 金 733,751 3.0 769,079 3.2 △ 35,328 △ 4.6

諸 収 入 383,988 1.6 467,012 2.0 △ 83,024 △ 17.8

計 11,023,088 44.6 11,543,718 48.4 △ 520,630 △ 4.5

比較増減　

市 税

区   分
平成２２年度 平成２１年度

 

（依存財源） 

決 算 額     A 構成比 決 算 額     B 構成比 決 算 額（A-B)  C C/B
千円 ％ 千円 ％ 千円 ％

428,330 1.7 441,311 1.9 △ 12,981 △ 2.9

利 子 割 交 付 金 23,539 0.1 26,292 0.1 △ 2,753 △ 10.5

配 当 割 交 付 金 10,672 0.1 8,469 0.0 2,203 26.0

株式等譲渡所得割交付金 4,064 0.0 4,767 0.0 △ 703 △ 14.7

地 方 消 費 税 交 付 金 676,635 2.7 677,799 2.9 △ 1,164 △ 0.2

ゴルフ場利用税交付金 36,989 0.1 37,507 0.2 △ 518 △ 1.4

自動車取得税交付金 92,866 0.4 110,569 0.5 △ 17,703 △ 16.0

地 方 特 例 交 付 金 116,067 0.5 131,965 0.6 △ 15,898 △ 12.0

地 方 交 付 税 4,160,279 16.8 3,346,694 14.0 813,585 24.3

交通安全対策特別交付金 9,422 0.0 10,264 0.0 △ 842 △ 8.2

国 庫 支 出 金 3,329,777 13.5 3,333,960 14.0 △ 4,183 △ 0.1

県 支 出 金 1,268,882 5.1 1,129,230 4.7 139,652 12.4

地 方 債 3,552,011 14.4 3,034,916 12.7 517,095 17.0

計 13,709,533 55.4 12,293,743 51.6 1,415,790 11.5

比較増減

地 方 譲 与 税

区  分
平成２２年度 平成２１年度
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イ 一般財源と特定財源 

    歳入をどの経費にも自由に充当することのできる一般財源と使途が特定されている特定

財源に分類することは，行財政運営の自主性及び財政の弾力性を測るうえで重要である。 

 

    歳入決算額における一般財源と特定財源の構成状況は，次表のとおりである。 

決 算 額     A 構成比 決 算 額     B 構成比 決 算 額（A-B)  C C/B
千円 ％ 千円 ％ 千円 ％

14,717,971 59.5 14,081,770 59.1 636,201 4.5

100.0 895,160 3.8計 24,732,621 100.0 23,837,461

9,755,691 40.9 258,959 2.7

一 般 財 源

特 定 財 源 10,014,650 40.5

区   分
平成２２年度 平成２１年度 比較増減

  

本年度における一般財源は１４,７１７,９７１千円で，前年度比較すると６３６,２０１ 

千円（４.５％）の増であり，構成比５９.５％となっている。また，特定財源は１０,０１

４,６５０千円で，前年度と比較すると２５８,９５９千円（２.７％）の増であり，構成比

は４０.５％となっている。        

            

    一般財源と特定財源の科目別構成状況の比較は，次表のとおりである。 

（一般財源） 

決 算 額     A 構成比 決 算 額     B 構成比 決 算 額（A-B)  C C/B
千円 ％ 千円 ％ 千円 ％

9,168,530 37.1 9,296,397 39.0 △ 127,867 △ 1.4

地 方 譲 与 税 428,330 1.7 441,311 1.9 △ 12,981 △ 2.9

地 方 交 付 税 4,160,279 16.8 3,346,694 14.0 813,585 24.3

そ の 他 960,832 3.9 997,368 4.2 △ 36,536 △ 3.7

計 14,717,971 59.5 14,081,770 59.1 636,201 4.5

比較増減

市 税

区   分
平成２２年度 平成２１年度

 

（特定財源） 

決 算 額     A 構成比 決 算 額     B 構成比 決 算 額（A-B)  C C/B
千円 ％ 千円 ％ 千円 ％

3,329,777 13.5 3,333,960 14.0 △ 4,183 △ 0.1

県 支 出 金 1,268,882 5.1 1,129,230 4.7 139,652 12.4

地 方 債 3,552,011 14.4 3,034,916 12.7 517,095 17.0

分担金及び負担金 189,003 0.8 194,186 0.8 △ 5,183 △ 2.7

使 用 料 ・ 手 数 料 401,209 1.6 470,312 2.0 △ 69,103 △ 14.7

財 産 収 入 60,222 0.2 55,106 0.2 5,116 9.3

そ の 他 1,213,546 4.9 1,537,981 6.5 △ 324,435 △ 21.1

計 10,014,650 40.5 9,755,691 40.9 258,959 2.7

比較増減

国 庫 支 出 金

区   分
平成２２年度 平成２１年度
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  ウ 経常的収入と臨時的収入 

    歳入を，毎年度継続的に確保される見込みのある経常的収入と特定の事由に基づく臨時的

収入に分類するのは，財政構造の安定性を知る指標として，経常支出との関連において経常

的収入の範囲内であることが重要な原則であり，歳入総額中に占めるこれらの財源の割合を

把握することは，収支の均衡と財政の弾力性を維持するうえでの判断要因となるからである。 

 

    歳入決算における経常的収入と臨時的収入の構成状況は，次表のとおりである。 

（経常的収入と臨時的収入） 

決 算 額     A 構成比 決 算 額     B 構成比 決 算 額（A-B)  C C/B
千円 ％ 千円 ％ 千円 ％

17,675,676 71.5 16,209,875 68.0 1,465,801 9.0

100.0 895,160 3.8計 24,732,621 100.0 23,837,461

7,627,586 32.0 △ 7.5

経常的収入

臨時的収入 7,056,945 28.5 △ 570,641

区   分
平成２２年度 平成２１年度 比較増減

 

 

    本年度の経常的収入は１７,６７５,６７６千円で，前年度と比較すると１,４６５,８０１

千円（９.０％）の増であり，構成比は７１.５％となっている。また，臨時的収入は７,０

５６,９４５千円で前年度と比較すると５７０,６４１千円（７.５％）の減であり，構成比

は２８.５％となっている。 

 

エ 経常一般財源と経常特定財源 

    歳入構造の分析における一般財源及び経常的収入の指標性は極めて重要であるが，歳入構

造の安定性と弾力性を見極めるため，更に市税，地方譲与税，地方交付税などの一般財源と

される経常的収入の合算額の標準財政規模に対する割合によって，財政の自主性と収入の安

定性を測定しようとするものである。 

 

    歳入決算額における経常一般財源と経常特定財源の構成状況は，次表のとおりである。 

（経常一般財源と経常特定財源） 

決 算 額     A 構成比 決 算 額     B 構成比 決 算 額（A-B)  C C/B
千円 ％ 千円 ％ 千円 ％

13,841,011 78.3 13,258,644 81.8 582,367 4.4

100.0 1,465,801 9.0計 17,675,676 100.0 16,209,875

2,951,231 18.2 29.9

経常一般財源

経常特定財源 3,834,665 21.7 883,434

区   分
平成２２年度 平成２１年度 比較増減

 

 

本年度における経常一般財源は１３,８４１,０１１千円で，前年度より５８２,３６７千

円（４.４％）の増であり，構成比は７８.３％となっている。また，経常特定財源は３,８

３４,６６５千円で，前年度より８８３,４３４千円（２９.９％）の増であり，構成比は２

１.７％となっている。 

 

    通常，歳入構造の弾力性を見る基準として経常一般財源等比率が用いられているが，この

指数は，地方公共団体が通常水準の行政活動を行ううえで必要な一般財源の総額（標準財政

規模）に対する毎年度経常的に収入される一般財源の割合で算出されるものであるが，この

数値は，１００％を超える度合いが高いほど，経常一般財源に余裕があることを示しており，

本年度の経常一般財源等比率は９２.９％となっている。 
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（３）普通会計における経費の性質別構成状況 

   本年度の普通会計歳入歳出決算における経費の性質別構成状況は，次のとおりである。 

 

ア 経常的経費と臨時的経費 

経常的経費は，毎年度形常的に支出される人件費，物件費等の経費で，行政活動を行うた

めに必要な一種の固定的経費である。これに対し，臨時的経費は，突発的ないし一時的な行

政需要に対して支出される普通建設事業費，災害復旧事業費等の経費，又は，支出の形態に

規則がない経費であって，財源の変動に応じて支出を調整することが比較的容易な経費であ

る。収入の均衡を確保し，財政の健全性を維持するには，経常的収入を経常的経費に充当し

てもなお余裕があり，経済の変動による収入の減があっても，この余裕により賄われ，経常

的経費充当残余の経常的収入と臨時的収入が臨時的経費に均衡するかこれを超えることが

必要であり，財政構造の健全性を判断する基本的な要素としている。 

 

   歳出決算における経常的経費と臨時的経費の構成状況は，次表のとおりである。 

決 算 額     A 構成比 決 算 額     B 構成比 決 算 額（A-B)  C C/B
千円 ％ 千円 ％ 千円 ％

17,632,744 74.5 16,681,196 72.2 951,548 5.7

100.0 564,030 2.4計 23,667,740 100.0 23,103,710

6,422,514 27.8 △ 387,518 △ 6.0

経 常 的 経 費

臨 時 的 経 費 6,034,996 25.5

区   分
平成２２年度 平成２１年度 比較増減

   

 

本年度における経常的経費は１７,６３２,７４４千円で，前年度と比較すると９５１,５４

８千円（５.７％）の増であり，構成比は７４.５％となっている。また，臨時的経費は６,０

３４,９９６千円で，前年度と比較すると３８７,５１８千円（６.０％）の減であり，構成比

は２５.５％となっている。 

 

   経常的経費と臨時的経費の費目別構成状況の前年度との比較は，次表のとおりである。 

（経常的経費） 

決 算 額 決 算 額
構 成 比 構 成 比

千円 ％ 千円 ％ 千円 ％

4,149,635 17.5 4,321,554 18.7 △ 171,919 △ 4.0

物 件 費 2,052,670 8.7 2,056,212 8.9 △ 3,542 △ 0.2

維持補修費 174,336 0.7 201,565 0.9 △ 27,229 △ 13.5

扶 助 費 3,688,388 15.6 2,798,960 12.1 889,428 31.8

補 助 費 等 3,019,438 12.8 3,095,574 13.4 △ 76,136 △ 2.5

公 債 費 2,571,132 10.9 2,448,223 10.6 122,909 5.0

その他経費 1,977,145 8.3 1,759,108 7.6 218,037 12.4

計 17,632,744 74.5 16,681,196 72.2 951,548 5.7

人 件 費

区   分
平成２２年度 平成２１年度 比較増減

決 算 額     A 決 算 額     B 決 算 額(A-B)  C　 C/B

 
 

 

 

 

 

 

 

 



 33 

（臨時的経費） 

決 算 額 決 算 額
構 成 比 構 成 比

千円 ％ 千円 ％ 千円 ％

3,732,791 15.8 3,372,687 14.6 360,104 10.7

普通建設事業費 3,727,220 15.7 3,372,687 14.6 354,533 10.5

災害復旧事業費 5,571 0.1 0 0.0 5,571 皆増

2,302,205 9.7 3,049,827 13.2 △ 747,622 △ 24.5

6,034,996 25.5 6,422,514 27.8 △ 387,518 △ 6.0

平成２２年度 平成２１年度 比較増減

決 算 額     A 決 算 額     B 決 算 額(A-B)  C C/B

建 設 事 業 費

そ の 他 経 費

計

区   分

 

 

 イ 義務的経費と任意的経費 

    義務的経費は，性質別経費のうち義務的・非弾力的性格の強い経費で，一般には人件費，

扶助費及び公債費を指し，任意的経費は，市が任意的に支出できる経費である。歳出の構成

比において，義務的経費の占める割合が大きい場合にあっては，経常的経費の増大化傾向が

強く，歳出構造の改善や収支の均衡を保持するうえでの障害となるので，その状況について

十分な留意が必要である。 

   

  歳出決算額における義務的経費と任意的経費の構成状況は，次表のとおりである。 

千円 ％ 千円 ％ 千円 ％

10,639,799 45.0 9,825,977 42.5 813,822 8.3

任意的経費 13,027,941 55.0 13,277,733 57.5 △ 249,792 △ 1.9

計 23,667,740 100.0 23,103,710 100.0 564,030 2.4

比較増減

決 算 額     A 構 成 比 決 算 額     B 構 成 比 決 算 額(A-B)  C　 C/B

義務的経費

区   分
平成２２年度 平成２１年度

 

 

本年度の義務的経費は１０,６３９,７９９千円で，前年度と比較すると８１３,８２２千

円（８.３%）の増であり，構成比は４５.０％となっている。また，任意的経費は１３,０２

７,９４１千円で，前年度より２４９,７９２千円（１.９％）の減であり，構成比は５５.０％

となっている。 

 

ウ 消費的経費と投資的経費 

   消費的経費は，人件費や物件費等のように経費支出の効果が当該年度又は極めて短期間で

終わるものであり，投資的経費は，普通建設事業費のように支出の効果が資本的形成に向け

られ，施設等が将来に残るものに支出される経費ということを基準とした経費区分であり，

経費の経済的機能を検討する尺度として用いられる。 

 

   歳出決算における消費的経費と投資的経費の構成状況は，次表のとおりである。 

千円 ％ 千円 ％ 千円 ％

6,972,029 29.4 7,337,794 31.8 △ 365,765 △ 5.0

投資的経費 3,732,791 15.8 3,372,687 14.6 360,104 10.7

その他経費 12,962,920 54.8 12,393,229 53.6 569,691 4.6

計 23,667,740 100.0 23,103,710 100.0 564,030 2.4

消費的経費

区   分
平成２２年度 平成２１年度  比較増減

決 算 額     A 構 成 比 決 算 額     B 構 成 比 決 算 額(A-B)  C　 C/B
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本年度の消費的経費は６,９７２,０２９千円で，前年度と比較すると３６５,７６５千円

（５.０％）の減であり，構成比は２９.４％となっている。また，投資的経費は３,７３２,

７９１千円で，前年度と比較すると３６０,１０４千円（１０.７％）の増であり，構成比は

１５.８％となっている。 

 

 

（４）普通会計における財政構造の分析 

  

 ア 経常収支比率 

   経常収支比率は，一般財源によって賄われる経常経費に経常的収入である一般財源がどの

程度充当されているか，即ち，人件費，扶助費，公債費などのように容易に縮減することの

困難な義務的性格の強い経費に，市税や地方交付税を中心とする経常的一般財源収入がどの

程度消費されているか，その大きさによって財政構造の弾力性を測定しようとするものであ

る。 

   本年度の経常収支比率は８７.４％であり，この比率は，都市にあっては８０.０％を超え

ると財政構造の弾力性が失われ，硬直化の危険性があるとみなされている。 

 

イ 財政力指数 

   財政力指数は，地方交付税法の規定により算定される基準財政収入額を基準財政需要額で

除して得た数値の過去３か年度の平均値をいう。基準財政収入額は，通常標準的に徴収し得

る税収入のうち基準財政需要額として算定された標準的な財政支出との見合いの額で，基準

財政需要額に対する基準財政収入額の不足分は普通地方交付税によって補われる。したがっ

て，財政力指数「１」に近く，あるいは「１」を超えるほど財政力が強いとされている。 

   財政力指数は０.７９であり，基準財政収入額は７,５２６,２９１千円，基準財政需要額

は１０,４９０,１５２千円となっている。 

 

 ウ 公債費負担比率 

   公債費負担比率は，地方債の元利償還金に充当された一般財源の一般財政総額に対する比

率であり，一般的に１０％を超えないことが望ましいとされている。 

   本年度の公債費負担比率は１４.０％であり，今後とも新規起債に当たっては，起債対象

事業の効果を十分勘案し，高比率とならないよう慎重な配慮が肝要である。 

 

 エ 実質収支比率 

   実質収支比率は，標準財政規模に対する実質収支額の割合を示すもので，財政収支の均衡

を判断する指標として用いられる。この比率は，地方公共団体の財政規模やその年度の景況

等によって，一概にはいえないが３％～５％程度が望ましいとされている。 

   本年度の実質収支比率は３.８％である。 

 

 

   以上が財政構造の分析結果であるが，これら４つの指数から本市の財政運営状況は，健全

性の確保に努められているが，財政の硬直化を示す指数も現われているので注意を要する状

態にある。住民福祉の充実向上を図り，財政の健全性を維持していくためには，収支均衡の

保持と経済の変動や行政内容の変化に対応できる弾力性の確保が一体となった行政活動を

安定的に継続できる条件を整備することが基底をなすものであり，今後とも財政構造の弾力

性に一層の努力を望むものである。 
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５ 実質収支に関する調書 

 一般会計及び各特別会計の実質収支に関する調書について審査した結果，その計数は正確であると

認められた。 

 

６ 財産に関する調書 

  一般会計及び各特別会計の財産に関する調書について審査した結果，その計数は正確であると

認められた。 

 

７ 基金の運用状況 

（１）用品調達基金 

ア 現金 

① 収入 

（単位　円）

区   分 金   額 備   考

用品払出回収金 11,091,730

前年度繰越金 2,590,045

一般会計繰入金 0

収入合計 13,681,775  
    ② 支出 

     

（ 単 位 　 円 ）

区   分 金   額 備   考

用品調達費(用品購入代) 9,736,975

一般会計繰出金 1,073,659

支出合計 10,810,634
 

収入支出差引残高  ２,８７１,１４１円 

 

イ 動産 

①  貯蔵物品（取得価格で評価） 

     

区   分 受   入 払   出 残   高

前年度より繰越 1,409,955

年度中購入 9,736,975

合   計 11,146,930 10,018,071 1,128,859

（単位　円）

 

受入払出差引残高  １,１２８,８５９円 

 

ウ 決算年度末における基金の状況 

現 金    ２,８７１,１４１円 

動 産    １,１２８,８５９円 

合 計    ４,０００,０００円 

 

    現金については，３月分の例月出納検査時における銀行の残高証明書及び収支日計表の差

引残高と同額であることを確認した。また，動産については，３月３１日に貯蔵品を抽出し

在庫数を確認しており，その在庫数が物品出納帳と同数であること，また，運用状況調書の

動産の残高額が正確であることを確認した。 
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   本基金は条例により，基金の額は４００万円以内であるが，３月３１日現在において，現

金２,８７１,１４１円，動産（貯蔵物品）１,１２８,８５９円の合計４,０００,０００円で

ある。 

 

（２）土地開発基金 

 

面   積 価   額 面   積 価   額 面   積 価   額 面   積 価   額

土   地 39,953.93㎡ 678,631,287円 37.06㎡ 921,300円 0㎡ 0円 39,990.99㎡ 679,552,587円

現   金

債   権

合   計

区   分

（単位　面積：㎡，価額：円）

前年度末現在高 決算年度末現在高
増 減

決算年度中増減高

　8,518,130円

　687,149,417円

136,050円

1,068,350円

　0円 11,000円

983,730 円

994,350 円

　7,670,450円

　687,223,417円

10,620 円 　380円

 
   本基金の年度末状況は，土地３９,９９０.９９㎡，６７９,５５２,５８７円，現金７,６

７０,４５０円，債権３８０円である。現金については，３月分の例月出納検査時における

銀行の残高証明書及び収支日計表の差引残高と同額であることを確認した。 

 

（３）収入証紙等購入基金 

円 枚 円 枚 円 枚 円 枚 円

50 106 5,300 50 2,500 59 2,950 97 4,850

100 66 6,600 50 5,000 58 5,800 58 5,800

200 112 22,400 200 40,000 228 45,600 84 16,800

300 96 28,800 150 45,000 151 45,300 95 28,500

500 108 54,000 100 50,000 114 57,000 94 47,000

1,000 81 81,000 150 150,000 165 165,000 66 66,000

2,000 97 194,000 1,850 3,700,000 1,864 3,728,000 83 166,000

5,000 100 500,000 50 250,000 71 355,000 79 395,000

10,000 101 1,010,000 100 1,000,000 135 1,350,000 66 660,000

計 867 1,902,100 2,700 5,242,500 2,845 5,754,650 722 1,389,950

200 73 14,600 350 70,000 341 68,200 82 16,400

500 143 71,500 50 25,000 144 72,000 49 24,500

4,000 90 360,000 1,600 6,400,000 1,576 6,304,000 114 456,000

5,000 69 345,000 550 2,750,000 566 2,830,000 53 265,000

10,000 59 590,000 1,000 10,000,000 948 9,480,000 111 1,110,000

計 434 1,381,100 3,550 19,245,000 3,575 18,754,200 409 1,871,900

50 142 7,100 0 0 42 2,100 100 5,000

80 126 10,080 100 8,000 96 7,680 130 10,400

計 268 17,180 100 8,000 138 9,780 230 15,400

50 100 5,000 0 0 77 3,850 23 1,150

計 100 5,000 0 0 77 3,850 23 1,150

収
入
印
紙

葉
書

額面合計

切
手

3,721,600

7,000,000

現   金

合   計

3,694,620

7,000,000

収
入
証
紙

前年度末現在高 決算年度末現在高増 減
決算年度中増減高区   分

3,305,380 24,495,500 24,522,480 3,278,400
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年度末の本基金の状況は，現金３,７２１,６００円，収入証紙等の額面合計３,２７８,４

００円で，合計７,０００,０００円であり，条例における基金の額７００万円以下に該当す

る。現金については，３月分の例月出納検査時における銀行の残高証明書及び収支日計表の

差引残高と同額であることを確認した。また，収入証紙の残高についても，３月３１日に現

品を確認しており，数量，額面ともに運用状況調書のとおりであることを確認した。 

 

（４）文化・スポーツ振興基金 

事業収入
一般会計
繰  入  金

預金利子 計 事業支出
一般会計
繰  出  金

計

現   金 31,868,444 665,265 57,000 56,429 778,694 5,341,554 56,429 5,397,983 27,249,155

債   権 0 0 0 0 0 0 0 0 0

合   計 31,868,444 665,265 57,000 56,429 778,694 5,341,554 56,429 5,397,983 27,249,155

区   分
前年度末
現 在 高

決算年度
末現在高

(単位　円）

減増

決算年度中増減高

 

    本基金の年度末現在高は，現金２７,２４９,１５５円である。現金については，３月分の

例月出納検査時における銀行の残高証明書及び収支日計表の差引残高と同額であることを

確認した。基金運用による益金は，現金に対する利子であり，この益金は，条例の定めると

ころにより一般会計予算に計上して整理されている。 

 

（５）奨学資金貸与基金 

(単位　円）

返還金
一 般 会 計
繰 入 金

寄付金 預金利子 計 貸付金
一 般 会 計
繰 出 金

計

現   金 13,175,745 3,359,000 3,000 1,094,024 2,985 4,459,009 5,940,000 2,985 5,942,985 11,691,769

債   権 35,859,000 △ 3,359,000 0 0 0 △ 3,359,000 △ 5,940,000 0 △ 5,940,000 38,440,000

合   計 49,034,745 0 3,000 1,094,024 2,985 1,100,009 0 2,985 2,985 50,131,769

区   分
決算年度
末現在高

減前 年 度 末
現 在 高

決　算  年  度　中  増　減　高

増

 
本基金の年度末現在高は，現金１１,６９１,７６９円，債権３８,４４０,０００円，計５

０,１３１,７６９円である。現金については，３月分の例月出納検査時における銀行の残高

証明書及び収支日計表の差引残高と同額であることを確認した。年度中に，３,３５９,００

０円の返還と５,９４０,０００円の貸し付けであり，現金が１,４８３,９７６円減少し，債

権が２,５８１,０００円増加した。 
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８ むすび 

以上が，平成２２年度一般会計及び各特別会計決算審査の概要である。 

   平成２２年度の一般会計における決算額は，歳入総額２４,６７２,８６０,６６３円，歳出

総額２３,６０７,９７９,３９３円で差引額１,０６４,８８１,２７０円となり翌年度へ繰越

すべき財源４９８,７２４,０００円を差し引いた実質収支額は５６６,１５７,２７０円であ

る。 

   一般会計歳入について，総額を前年度と比較すると９４６,３８０,７２５円(４.０％)の増

加となっている。款別決算額で増加となった主なものは，地方交付税が８１３,５８５,０００

円，市債が５１７,０９５,０００円，県支出金が１３９,６５１,７１１円，分担金及び負担金

が６,２４０,４０１円,財産収入が５,３７１,２６０円である。一方，減少となった主なもの

は，繰入金が２１２,６８５,９９２円，市税が１２７,８６７,１９０円，諸収入が７５,５２

６,３１０円，繰越金が４２,７７７,９６９円，使用料及び手数料が２２,６５５,６０６円，

自動車取得税交付金が１７,７０３,０００円である。 

   一般会計歳入の収入率は，予算現額に対し９３.３％となり前年度より２.０ポイントの増、

調定額に対して９５.８％で前年度より６.１ポイントの増となっている。収入未済額は款別収

入済額の表のとおり９８２,３７９,５５６円であり，市債，国庫支出金，諸収入を除くと前年

度と比較して５７,６５７,３７９円(６.０％)減少している。収入未済額の主なものは，市税，

保育所保護者負担金，市営住宅使用料であり，負担の公平性，貴重な財源確保の観点から引き

続き，その解消に一層の努力を望むものである。 

   一般会計歳出について，総額を前年度と比較すると６０５,４４６,１２５円(２.６％)の増

加となっている。款別決算額で増加となった主なものは，民生費で子ども手当１,１４２,８３

０,０００円，教育費で小学校耐震補強工事（繰越明許費分）２４５,９６２,５００円，石下

中学校校舎建設工事費３８６,９４３,０００円等である。一方，減少となったものは，総務費

４２５,３７６,０１３円，土木費２４７,４７９,９２０円，農林水産業費２３７,１９８,３６

５円，衛生費４４,３８３,９８４円，商工費１２,７０６,６４２円である。一般会計歳出の執

行率は，予算現額に対し８９.３％となり前年度より０.７ポイントの増となっている。 

   翌年度繰越額（繰越明許費・事故繰越）２,１５７,９５５,０００円の主なものは，土木費

の道路橋りょう費２１８,１７２,０００円，まちづくり事業２５６,６６９,０００円，西幹線

整備事業７５,７４１,０００円，教育費の小学校費の耐震補強事業９１,４８４,０００円，中

学校費の耐震補強事業２０,５７２,０００円と水海道西中学校校舎建設事業６５４,６６８,

０００円と石下中学校屋内運動場建設事業３３６,４４０,０００円と石下西中学校校舎建設

工事基本設計等業務委託料２８,０００,０００円と石下西中学校災害関連事業２１７,４９０,

０００円等である。 

   特別会計については，各会計を総括すると歳入総額１４,０５１,５９４,６７４円，歳出総

額１３,６８６,９６７,７６１円で，翌年度へ繰り越すべき財源１０４,５８９,０００円（公

共下水道事業）を差し引いた実質収支額は２６０,０３７,９１３円である。 

   収入未済額は，各特別会計で述べたとおり１,５０１,７８９,８４３円（主に国民健康保険

税，公共下水道事業，介護保険料，農業集落排水事業，後期高齢者医療）で前年度より１３１,

００５,１１７円（８.０％）の減少となっているが，後期高齢者医療において収入未済額が増

加しており，負担の公平性，貴重な財源確保の観点から引き続きその解消に一層の努力と対策

を講じるよう望むものである。 
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 国の経済はリーマンショック後の経済危機を克服し，外需や政府による減税・補助金制度などの

消費刺激策の実施により緩やかな回復基調にあるが，急速な円高の進行やデフレの長期化に加え，

厳しい雇用情勢などから，景気回復に至らないまま推移した。しかし，海外経済の減速や３月１１

日に発生した東日本大震災と東京電力福島第１原子力発電所事故による放射能被害，電力供給の制

約による生産停滞や個人消費の落ち込み等の影響もあり，次年度以降急速な景気回復が見込めな

いと思われることから市税等への影響が懸念されるところである。更に，国の国庫補助負担金

の縮減，税源移譲及び地方交付税の見直し等の三位一体改革の影響もあり，財政運営は厳しい

状況にある。 

本年度は，前年度より市税全体で１２７,８６７,１９０円の減収である。普通交付税が７６

５,１２１,０００円の増収，臨時財政対策債が８６７,１９５,０００円と大幅に増額となった

ため，経常収支比率は，前年度と比較して５.７ポイント減少し８７.４％となっている。しか

し,扶助費，公債費，繰出金が増加していることや，市税収入が増加しない等，今後は上昇が

懸念される厳しい状況にある。 

   こうした状況下において，歳出面では，厳しい財政状況のもと，常総市第２次行政改革大綱

に基づき行政運営の見直し，組織・機構の見直し等の取り組みにより経費削減に努力されてい

るが，急激な少子・高齢化，高度情報化・国際化の進展・景気低迷等社会経済情勢の変化や市

民のニーズの多様化，地方分権の進展に伴う新たな行政需要等に対応した個性豊かな地域づく

りを実現することが求められている。また，３月１１日に発生した東日本大震災では，市内で

多くの家屋等が被災したほか，公共施設等においても重大な損壊により使用できなくなるなど，

市民生活に大きな支障をきたしていることから，これら復旧・復興に向け円滑かつ迅速な対応

が求められている。これらに取り組むため巨額の財源が必要なことからも，国の補助制度の活

用，経常経費等の歳出を大胆に切り詰めることや事業の見直しなど更なる経費全般について徹

底した節減合理化を図らなければならない。さらに，一般会計から特別会計への繰出金等につ

いては，各会計の決算状況を見極め，一層の効率的な運用を望むものである。 

     今後の行財政の運営にあたっては，市民との連携・協働のもと行政運営の効率化，生産性の

向上，さらなる財源の確保・拡大を図ること等，将来を見据えた健全な財政運営基盤を確立し，

市民が豊かでふれあいに満ちた地域づくりのために，なお一層の努力を望むものである。   



平成２２年度 平成２１年度 比較増減 増減率 平成２２年度 平成２１年度 比較増減 増減率

　　　　　　   　A 　　　　　　 　  B  (A-B)        C             C/B 　　　　　　   　A 　　　　　　   　B  (A-B)         C            C/B

円 円 円 ％ 円 円 円 ％

24,672,860,663 23,726,479,938 946,380,725 4.0 23,607,979,393 23,002,533,268 605,446,125 2.6

 　特　　　別　　　会　　　計 14,051,594,674 14,020,493,701 31,100,973 0.2 13,686,967,761 13,899,764,932 △ 212,797,171 △ 1.5

7,363,030,411 7,217,847,523 145,182,888 2.0 7,151,576,156 7,212,717,023 △ 61,140,867 △ 0.8

5,098,503 84,858,381 △ 79,759,878 △ 94.0 5,098,503 82,229,623 △ 77,131,120 △ 93.8

929,006,069 946,806,499 △ 17,800,430 △ 1.9 917,996,846 940,570,899 △ 22,574,053 △ 2.4

3,681,516,770 3,474,435,283 207,081,487 6.0 3,660,751,521 3,435,624,404 225,127,117 6.6

9,740,867 7,045,745 2,695,122 38.3 6,782,409 3,752,238 3,030,171 80.8

1,518,919,155 1,576,609,415 △ 57,690,260 △ 3.7 1,405,924,334 1,530,253,907 △ 124,329,573 △ 8.1

167,968,380 247,963,784 △ 79,995,404 △ 32.3 167,709,203 246,908,600 △ 79,199,397 △ 32.1

264,590,646 334,740,657 △ 70,150,011 △ 21.0 259,404,916 327,326,678 △ 67,921,762 △ 20.8

111,723,873 130,186,414 △ 18,462,541 △ 14.2 111,723,873 120,381,560 △ 8,657,687 △ 7.2

4
0

977,481,69837,746,973,63938,724,455,337

介 護 サ ー ビ ス 事 業

介 護 保 険

会　 　計　　 別

　 一　　　般　　　会　　　計

国 民 健 康 保 険

後 期 高 齢 者 医 療

別表１　　会計別歳入歳出決算額前年度比較表

1.1合　　　　　　　計

公 共 下 水 道 事 業

大生郷特定公共下水道事業

農 業 集 落 排 水 事 業

自 動 車 学 校 事 業

歳　　出　　決　　算　　額

老 人 保 健

歳　　入　　決　　算　　額

392,648,95436,902,298,20037,294,947,1542.6



別表２　　一般会計・特別会計決算及び純計決算書

翌 年 度 へ 実 質 収 支 額
繰越すべき財源 重複決算控除額 純 歳 入 額 重複決算控除額 純 歳 出 額

　　　　　　　D 　E (C-D) 　（繰入金）　F 　　G (A-F） 　（繰出金）　H 　　I (B-H）
　　　　　　　　　　　円 　　　　　　　　　　　円 　　　　　　　　　　　円 　　　　　　　　　　　円 　　　　　　　　　　　円 　　　　　　　　　　　円 　　　　　　　　　　　円 　　　　　　　　　　　円 　　　　　　　　　　　円

24,672,860,663 23,607,979,393 1,064,881,270 498,724,000 566,157,270 0 24,672,860,663 2,521,830,000 21,086,149,393

14,051,594,674 13,686,967,761 364,626,913 104,589,000 260,037,913 2,521,830,000 11,529,764,674 0 13,686,967,761

7,363,030,411 7,151,576,156 211,454,255 0 211,454,255 800,000,000 6,563,030,411 0 7,151,576,156

5,098,503 5,098,503 0 0 0 0 5,098,503 0 5,098,503

929,006,069 917,996,846 11,009,223 0 11,009,223 608,823,000 320,183,069 0 917,996,846

3,681,516,770 3,660,751,521 20,765,249 0 20,765,249 571,087,000 3,110,429,770 0 3,660,751,521

9,740,867 6,782,409 2,958,458 0 2,958,458 0 9,740,867 0 6,782,409

1,518,919,155 1,405,924,334 112,994,821 104,589,000 8,405,821 361,102,000 1,157,817,155 0 1,405,924,334

167,968,380 167,709,203 259,177 0 259,177 0 167,968,380 0 167,709,203

264,590,646 259,404,916 5,185,730 0 5,185,730 180,818,000 83,772,646 0 259,404,916

111,723,873 111,723,873 0 0 0 0 111,723,873 0 111,723,873

　　　会 　　　　計　　　　 別　　　　

　一　　　般　　　会　　　計　　

　特　　　別　　　会　　　計　　

介 護 サ ー ビ ス 事 業

国 民 健 康 保 険

老 人 保 健

介 護 保 険

後 期 高 齢 者 医 療

差引額　　C
歳　　　入 歳　　　出

総　　計　　決　　算　　表

2,521,830,000 2,521,830,00037,294,947,154

4
1

34,773,117,15436,202,625,3371,429,508,183 603,313,000 826,195,183

純　　計　　決　　算　　表

歳入額　　A 歳出額　　B

自 動 車 学 校 事 業

合　　　　　　計 38,724,455,337

公 共 下 水 道 事 業

大生郷特定公共下水道事業

農 業 集 落 排 水 事 業



別表　３　

処 分 額 件 数
円 件

45,115,085 2,945

43,987,479 2,029

4,133,350 803

0 0

2,329,648 -

95,565,562 5,777

処 分 額 件 数
円 件

処 分 額 件 数
円 件

　　介護保険法　第２００条　第１項　　　   　　　

　　   　　　 　　 　第１８条　  　第１項               1,837件　　

　　地方税法　第１５条の７　第１項 　第１号  　2,072件　　

　　地方税法　第１５条の７　第１項　 第１号      885件　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　 　　　　　  第２号    2,386件　　

都 市 計 画 税

不納欠損処分状況　　〔　 市　　　 　　税 　〕

区　　　　分

固 定 資 産 税

470,704,879

合　　　　計

140,053,258

270,973,377

10,136,196,192

市 町 村 た ば こ 税

主　　　た　　　る　　　事　　　由

4,131,090,758

円

軽 自 動 車 税

                                                   第２号       981件　　

欠 損 処 分 の 状 況

                                                   第３号       887件　　

調 定 額

市 民 税

5,123,373,920

国　民　健　康　保　険　税

不納欠損処分状況　　〔　国民健康保険　〕

区　　　　分 調 定 額

3,294,819,846

欠 損 処 分 の 状 況

主　　　た　　　る　　　事　　　由

円

118,921,986 6,464

欠 損 処 分 の 状 況

　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　  　　　第３号      826件　　
　　　　　　　　　  第１８条     　第１項　 　         2,367件　　

4
2

主　　　た　　　る　　　事　　　由

介 護 保 険 料

円

636,868,325 3,035,900 543

不納欠損処分状況　　〔　 介 護 保 険 　 〕

区　　　　分 調 定 額
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別表別表別表別表４４４４（（（（特別会計特別会計特別会計特別会計））））    

    

（１） 国民健康保険特別会計 

 

ア 歳入の決算状況 

対予算 対調定

円 円 円 円 円 ％ ％

１　国民健康
　　保険税

2,043,834,000 3,294,819,846 2,035,513,222 118,921,986 1,140,384,638 99.6 61.8

２　手数料 800,000 6,277,200 1,331,150 362,100 4,583,950 166.4 21.2

３　国庫支出金 1,878,201,000 1,891,634,120 1,891,634,120 0 0 100.7 100.0

４　療養給付費
　　交付金

336,867,000 364,818,983 364,818,983 0 0 108.3 100.0

５　前期高齢者
交付金

1,009,887,000 1,009,887,071 1,009,887,071 0 0 100.0 100.0

６　県支出金 291,701,000 362,013,002 362,013,002 0 0 124.1 100.0

７　共同事業
　　交付金

859,411,000 861,439,344 861,439,344 0 0 100.2 100.0

８　財産収入 30,000 21,493 21,493 0 0 71.6 100.0

９　繰入金 800,000,000 800,000,000 800,000,000 0 0 100.0 100.0

10　繰越金 5,130,000 5,130,500 5,130,500 0 0 100.0 100.0

11　諸収入 43,455,000 31,241,526 31,241,526 0 0 71.9 100.0

合　　計 7,269,316,000 8,627,283,085 7,363,030,411 119,284,086 1,144,968,588 101.3 85.3

収入未済額
収入割合

区　　　　　分 予算現額 調定額 収入済額 不納欠損額

  
 

イ 歳出の決算状況 

  

区　　　分 予算現額 支出済額 翌年度繰越額 不 用 額 執行率
円 円 円 円 ％

１　総務費 160,901,000 154,178,436 0 6,722,564 95.8

２　保険給付費 4,839,404,000 4,754,878,558 0 84,525,442 98.3

３　後期高齢者支援金等 875,178,000 875,167,701 0 10,299 100.0

４　前期高齢者納付金等 1,627,000 1,533,209 0 93,791 94.2

５　老人保健拠出金 2,129,000 2,124,381 0 4,619 99.8

６　介護納付金 412,103,000 410,654,460 0 1,448,540 99.6

７　共同事業拠出金 881,389,000 881,379,707 0 9,293 100.0

８　保健事業費 45,719,000 43,517,354 0 2,201,646 95.2

９　基金積立金 30,000 22,000 0 8,000 73.3

10　公債費 26,000 0 0 26,000 0.0

11　諸支出金 36,385,000 28,120,350 0 8,264,650 77.3

12 予備費 14,425,000 0 0 14,425,000 0.0

合　　　計 7,269,316,000 7,151,576,156 0 117,739,844 98.4
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（２）老人保健特別会計 

 

ア 歳入の決算状況 

対予算 対調定

円 円 円 円 ％ ％

１　支払基金交付金 1,513,000 968,327 968,327 0 64.0 100.0

２　国庫支出金 165,000 163,885 163,885 0 99.3 100.0

３　県支出金 42,000 40,971 40,971 0 97.6 100.0

４　繰越金 2,628,000 2,628,758 2,628,758 0 100.0 100.0

５　諸収入 1,332,000 1,296,562 1,296,562 0 97.3 100.0

合　　　計 5,680,000 5,098,503 5,098,503 0 89.8 100.0

収入未済額
収入割合

区　　　　　分 予算現額 調定額 収入済額

 
 
イ 歳出の決算状況 

 

区　　　分 予算現額 支出済額 不 用 額 執行率

円 円 円 ％

1 　総務費 3,367,000 3,363,930 3,070 99.9

２　医療諸費 1,736,000 1,734,573 1,427 99.9

３　諸支出金 2,000 0 2,000 0.0

４　予備費 575,000 0 575,000 0.0

合       計 5,680,000 5,098,503 581,497 89.8
 

 

 

（３）後期高齢者医療特別会計 

 

ア 歳入の決算状況 

対予算 対調定

円 円 円 円 ％ ％

１　後期高齢者医療保険料 354,632,000 313,056,270 307,932,057 5,124,213 86.8 98.4

２　手数料 100,000 118,300 118,300 0 118.3 100.0

３　繰入金 608,823,000 608,823,000 608,823,000 0 100.0 100.0

４　繰越金 1,000,000 6,235,600 6,235,600 0 623.6 100.0

５　諸収入 11,789,000 5,897,112 5,897,112 0 50.0 100.0

合　　　　計 976,344,000 934,130,282 929,006,069 5,124,213 95.2 99.5

収入未済額
収入割合

区　　　　　分 予算現額 調定額 収入済額

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 



   

 45 

イ 歳出の決算状況 

 

区　　　分 予算現額 支出済額 不 用 額 執行率

円 円 円 ％

1 　総務費 8,413,000 7,985,950 427,050 94.9

２　後期高齢者医療広域連合納付金 953,689,000 904,271,773 49,417,227 94.8

３　保健事業費 12,619,000 5,617,823 7,001,177 44.5

４　諸支出金 623,000 121,300 501,700 19.5

５　予備費 1,000,000 0 1,000,000 0.0

合       計 976,344,000 917,996,846 58,347,154 94.0
 

 

 

（４）介護保険特別会計 

 

ア 歳入の決算状況 

対予算 対調定
円 円 円 円 円 ％ ％

１　保険料 627,930,000 636,868,325 614,830,728 3,035,900 19,001,697 97.9 96.5

２　使用料及び
    手数料

100,000 464,300 128,250 49,750 286,300 128.3 27.6

３　国庫支出金 828,789,000 818,864,358 818,864,358 0 0 98.8 100.0

４　支払基金
    交付金

1,043,488,000 1,026,282,000 1,026,282,000 0 0 98.4 100.0

５　県支出金 514,925,000 517,208,107 517,208,107 0 0 100.4 100.0

６　財産収入 341,000 357,487 357,487 0 0 104.8 100.0

７　繰入金 651,974,000 663,440,000 663,440,000 0 0 101.8 100.0

８　繰越金 38,810,000 38,810,879 38,810,879 0 0 100.0 100.0

９  諸収入 366,000 1,594,961 1,594,961 0 0 435.8 100.0

合   計 3,706,723,000 3,703,890,417 3,681,516,770 3,085,650 19,287,997 99.3 99.4

収入未済額
収入割合

区   分 予算現額 調定額 収入済額 不納欠損額

 
 

 
 イ 歳出の決算状況 

 

区　　　分 予算現額 支出済額 不 用 額 執行率

円 円 円 ％

１　総務費 158,044,000 152,144,352 5,899,648 96.3

２　保険給付費 3,465,760,000 3,429,984,475 35,775,525 99.0

３　地域支援事業費 67,302,000 64,500,818 2,801,182 95.8

４　基金積立金 11,386,000 11,385,239 761 100.0

５　諸支出金 3,081,000 2,736,637 344,363 88.8

６　予備費 1,150,000 0 1,150,000 0.0

合　　　計 3,706,723,000 3,660,751,521 45,971,479 98.8
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（５） 介護サービス事業特別会計  

 

ア 歳入の決算状況 

対予算 対調定
円 円 円 円 円 ％ ％

１　サービス収入 6,788,000 6,447,360 6,447,360 0 0 95.0 100.0

２　県支出金 965,000 0 0 0 0 0.0 -

３　繰越金 3,294,000 3,293,507 3,293,507 0 0 100.0 100.0

合     計 11,047,000 9,740,867 9,740,867 0 0 88.2 100.0

収入未済額
収入割合

区   分 予算現額 調定額 収入済額 不納欠損額

 
 

イ 歳出の決算状況 

区　　　分 予算現額 支出済額 不 用 額 執行率

円 円 円 ％

１　総務費 4,655,000 3,687,809 967,191 79.2

２　事業費 4,342,000 3,094,600 1,247,400 71.3

３　予備費 2,050,000 0 2,050,000 0.0

合       計 11,047,000 6,782,409 4,264,591 61.4
 

 

 

（６）公共下水道事業特別会計 

 

ア 歳入の決算状況 

対予算 対調定
円 円 円 円 円 ％ ％

１　負担金 92,720,000 121,234,790 87,271,510 0 33,963,280 94.1 72.0

２　使用料及び
　　手数料

157,500,000 161,173,718 158,609,345 133,453 2,430,920 100.7 98.4

３　国庫支出金 383,760,000 383,760,000 325,427,500 0 58,332,500 84.8 84.8

４　繰入金 361,102,000 361,102,000 361,102,000 0 0 100.0 100.0

５　繰越金 46,355,000 46,355,508 46,355,508 0 0 100.0 100.0

６　諸収入 13,455,000 13,453,292 13,453,292 0 0 100.0 100.0

７　市債 767,800,000 760,100,000 526,700,000 0 233,400,000 68.6 69.3

合     計 1,822,692,000 1,847,179,308 1,518,919,155 133,453 328,126,700 83.3 82.2

不納欠損額 収入未済額
収入割合

区  分 予算現額 調定額 収入済額
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イ 歳出の決算状況 

区　　　分 予算現額 支出済額 翌年度繰越額 不 用 額 執行率

円 円 円 円 ％

１　公共下水道
　　事業費

1,353,653,000 938,386,820 405,520,000 9,746,180 69.3

２  公債費 467,539,000 467,537,514 0 1,486 100.0

３　予備費 1,500,000 0 0 1,500,000 0.0

合　　　計 1,822,692,000 1,405,924,334 405,520,000 11,247,666 77.1
 

 

 

（７）大生郷特定公共下水道事業特別会計 

 

ア 歳入の決算状況 

対予算 対調定
円 円 円 円 円 ％ ％

１　負担金 712,000 1,122,000 1,122,000 0 0 157.6 100.0

２　使用料及び
    手数料

33,603,000 36,125,565 36,125,565 0 0 107.5 100.0

３　国庫支出金 21,400,000 21,400,000 21,400,000 0 0 100.0 100.0

４　財産収入 1,174,000 478,981 478,981 0 0 40.8 100.0

５　繰入金 87,047,000 63,000,000 63,000,000 0 0 72.4 100.0

６　繰越金 1,000,000 1,055,184 1,055,184 0 0 105.5 100.0

７　諸収入 2,038,000 7,386,650 7,386,650 0 0 362.4 100.0

８　市債 37,400,000 37,400,000 37,400,000 0 0 100.0 100.0

合　   計 184,374,000 167,968,380 167,968,380 0 0 91.1 100.0

収入未済額
収入割合

区   分 予算現額 調定額 収入済額 不納欠損額

 
 

 イ 歳出の決算状況 

 

区　　　分 予算現額 支出済額 翌年度繰越額 不 用 額 執行率

円 円 円 円 ％

１　特定公共下水道
　　事業費

174,511,000 158,835,108 0 15,675,892 91.0

２  公債費 9,069,000 8,874,095 0 194,905 97.9

３　予備費 794,000 0 0 794,000 0.0

合　　　計 184,374,000 167,709,203 0 16,664,797 91.0
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（８）農業集落排水事業特別会計 

 

ア 歳入の決算状況 

対予算 対調定

円 円 円 円 ％ ％

１　使用料 76,200,000 80,676,972 76,358,667 35,960 4,282,345 100.2 94.6

２　繰入金 180,818,000 180,818,000 180,818,000 0 0 100.0 100.0

３　繰越金 7,414,000 7,413,979 7,413,979 0 0 100.0 100.0

４　諸収入 1,000 0 0 0 0 0.0 -

合　　計 264,433,000 268,908,951 264,590,646 35,960 4,282,345 100.1 98.4

収入未済額
収入割合

区　　分 予算現額 調定額 収入済額 不納欠損額

  
 

イ 歳出の決算状況 

 

区　　分 予算現額 支出済額 不 用 額 執行率

円 円 円 ％

１　農業集落排水事業費 89,277,000 85,483,460 3,793,540 95.8

２　公債費 174,156,000 173,921,456 234,544 99.9

３　予備費 1,000,000 0 1,000,000 0.0

合　　計 264,433,000 259,404,916 5,028,084 98.1
 

 

 
（９）自動車学校事業特別会計 

 

ア 歳入の決算状況 

 

対予算 対調定
円 円 円 円 ％ ％

１　事業収入 34,287,000 25,956,624 25,956,624 0 75.7 100.0

２　使用料及び
　　手数料

6,000 108,200 108,200 0 1,803.3 100.0

３　財産収入 114,000 81,437 81,437 0 71.4 100.0

４　繰入金 68,456,000 68,528,000 68,528,000 0 100.1 100.0

５　繰越金 9,804,000 9,804,854 9,804,854 0 100.0 100.0

６　諸収入 10,741,000 7,244,758 7,244,758 0 67.4 100.0

合　   計 123,408,000 111,723,873 111,723,873 0 90.5 100.0

収入未済額
収入割合

区  分 予算現額 調定額 収入済額

 
 

イ 歳出の決算状況 

 

区     分 予算現額 支出済額 不 用 額 執行率

円 円 円 ％

１　総務費 71,252,000 61,848,813 9,403,187 86.8

２　教務費 52,156,000 49,875,060 2,280,940 95.6

合     計 123,408,000 111,723,873 11,684,127 90.5
 



   

 

 

 

水 道 事 業 会 計 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 
平成２３年８月２２日 

 

 

常総市長 長谷川 典子 殿 

 

 

常総市監査委員 北 村 栄 子 

 

常総市監査委員 風 野 芳 之 

 

 

 

 平成２２年度常総市水道事業会計決算審査意見について 

 

 

 地方公営企業法第３０条第２項の規定に基づき，審査に付された平成２２年

度常総市水道事業会計決算について審査したので，次のとおり意見書を提出す

る。 
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平成２２年度常総市水道事業会計決算審査意見 

 

第１ 審査の対象 

   平成２２年度常総市水道事業会計 

 

第２ 審査の期間 

平成２３年６月１日から平成２３年８月１９日まで 

 

第３ 審査の方法 

審査に当たっては，決算書類及び決算付属書類が関係法令に準拠して作成され，かつ，企業

の経営成績及び財政状態が適正に表示されているか否かを検証するため，関係諸帳簿及び証書

類と照合し，決算計数の正確性を精査するとともに，関係職員から説明を求めた。 

 

第４ 審査の結果 

審査に付された決算書類及び決算付属書類については，いずれも地方公営企業法及び関係法

令の規定に基づいて作成されており，その計数は正確であることを認めた。 

 

第５ 審査の概要 

１ 決算報告書 

   本年度の予算執行の状況は，次のとおりである。 

 

（１）収益的収入及び支出 

【収 入】                               （仮受消費税込） 

 

区  分 予 算 現 額 決 算 額 差 引 増 減 収 入 率 構成比率 

    円 円 円 ％ ％ 

水 道 事 業 収 益 1,452,302,000 1,448,251,154 △ 4,050,846 99.7 100.0 

  
営 業 収 益 1,353,314,000 1,348,129,148 △ 5,184,852 99.6 93.1 

営 業 外 収 益 98,988,000 100,122,006 1,134,006 101.1 6.9 

 

 

【支 出】                               （仮払消費税込） 

 

区  分 予 算 現 額 決 算 額 不 用 額 執 行 率 構成比率 

    円 円 円 ％ ％ 

水 道 事 業 費 用 1,424,285,000 1,415,806,641 8,478,359 99.4 100.0 

  

営 業 費 用 1,262,646,000 1,258,169,363 4,476,637 99.6 88.9 

営 業 外 費 用 157,639,000 157,637,278 1,722 100.0 11.1 

予 備 費 4,000,000 0 4,000,000 0.0 0.0 
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◎  事業収益 

本年度の事業収益決算額は，１,４４８,２５１,１５４円で，営業収益が１,３４８,１２９,１

４８円（うち仮受消費税６４,１４４,２８７円），営業外収益が１００,１２２,００６円（うち

仮受消費税９６９,９５７円）である。 

営業収益は，前年度に比較して５７,６６４,７５８円（４.５％）の増加である。主な収益は，

給水収益である。 

営業外収益は，前年度に比較して１４,３７４,０９５円（１２.６％）の減少である。主な収益

は，他会計負担金及び他会計補助金である。 

 

◎  事業費用 

本年度の事業費用決算額は，１,４１５,８０６,６４１円で，営業費用が１,２５８,１６９,３

６３円（うち仮払消費税３４,６１６,４０５円），営業外費用が１５７,６３７,２７８円（うち

仮払消費税９２,２１１円），予備費が０円である。 

営業費用は，前年度に比較して９,４３４,４３１円（０.８％）の増加である。主な費用は配水

及び給水費，総係費及び減価償却費である。 

営業外費用は，前年度に比較して４９,４６３,８２８円（２３.９％）の減少である。主な費用

は支払利息である。 

 

 

（２）資本的収入及び支出 

 【収 入】                               (仮受消費税込)  

   

区   分 予 算 現 額 
構 成 

比 率 
決 算 額 

構 成 

比 率 

予算現額に 

対する比率 

予算現額に 

対する増減 

  円 ％ 円 ％ ％ 円 

資  本  的  収  入 415,232,000 100.0 364,529,500 100.0 87.8 △ 50,702,500 

  国 庫 補 助 金 36,666,000 8.8 36,666,000 10.0 100.0 0 

  企 業 債 341,200,000 82.2 290,200,000 79.7 85.1 △ 51,000,000 

  負 担 金 700,000 0.2 997,500 0.3 142.5 297,500 

  出 資 金 36,666,000 8.8 36,666,000 10.0 100.0 0 

 

  

 【支 出】                               （仮払消費税込） 

  

区   分 予算現額 
構 成 

比 率 
決 算 額 

構 成 

比 率 

予算現額に

対する比率 

翌 年 度 

繰 越 額 
不 用 額 

  円 ％ 円 ％ ％ 円 円 

資  本  的  支  出 968,568,000 100.0 853,690,712 100.0 88.1 18,598,000 96,279,288 

  

建 設 改 良 費 525,845,000 54.3 412,968,465 48.4 78.5 18,598,000 94,278,535 

企 業 債 償 還 金 440,723,000 45.5 440,722,247 51.6 100.0 0 753 

予 備 費 2,000,000 0.2 0 0.0 0.0 0 2,000,000 
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◎ 資本的収入 

資本的収入の決算額は，３６４,５２９,５００円で，予算現額４１５,２３２,０００円に対し

８７.８％の収入率である。内訳は，国庫補助金３６,６６６,０００円，企業債２９０,２００,

０００円，負担金９９７,５００円，出資金３６,６６６,０００円である。 

 

◎ 資本的支出 

資本的支出の決算額は，８５３,６９０,７１２円（うち仮払消費税１９,６６５,１６５円）で，

予算現額９６８,５６８,０００円に対し，８８.１％の執行率である。内訳は，建設改良費４１

２,９６８,４６５円，企業債償還金４４０,７２２,２４７円，予備費０円である。 

建設改良費の主なものは，東部浄水場配水ポンプ及び電気計装設備工事，東部浄水場配水ポン

プ室・電気室建築工事，東部浄水場連絡管及び場内配管布設替工事，西部浄水場１系急速ろ過機

改修１期工事，相野谷浄水場配水流量計・配水圧力計更新工事等と東部浄水場更新工事監理委託

等の設備拡張費４０７,５８３,７５０円である。 

資本的収入額が資本的支出額に不足する４８９,１６１,２１２円は，過年度損益勘定留保資金

と当年度分消費税及び地方消費税資本的収支調整額で補てんされている。 

 

 

２ 損益計算書 

収益面（別表１）では，前年度１,３４１,９７５,８５１円であったのに対し，本年度は１,３

８２,４２１,５５８円で，４０,４４５,７０７円（３.０％）の増加である。この内，収益の大部

分を占める給水収益は，前年度１,１９４,３８５,７２９円に対し，本年度は１,２４５,８２１,

３０１円で，５１,４３５,５７２円（４.３％）の増加となっている。 

費用面（別表１）では，前年度１,３９５,７５０,４４５円であったのに対し，本年度は１,３

６６,１０２,７１０円で，２９,６４７,７３５円（２.１％）の減少である。主なものは，配水及

び給水費６５３,４８８,１３２円，減価償却費４３６,０９４,５７２円，支払利息１４０,６９９,

４３４円である。また，雑支出のうち，１,７２５,５５２円が不納欠損処分金である。 

費用を人件費と物件費（別表２）についてみると，人件費については，前年度９０,０１０,５

００円であったのに対し，本年度は８９,８１９,３６０円で，１９１,１４０円（０.２％）減少

している。物件費等については，前年度１,３０５,７３９,９４５円であったのに対し，本年度は

１,２７６,２８３,３５０円で２９,４５６,５９５円（２.３％）減少している。 

収益総合計から費用総合計を差し引いた額はプラスとなり，その額１６,３１８,８４８円が当

年度純利益となる。 

  

 

３  剰余金計算書 

  利益剰余金の部では，前年度未処理欠損金が２２２,９８５,２５０円で，当年度純利益１６,

３１８,８４８円を差し引くと当年度未処理欠損金は２０６,６６６,４０２円となる。 

  資本剰余金の部では，工事負担金で９５０,０００円の増加と国庫補助金で３４,９２０,００

０円の増加があった。よって，前年度の繰越資本剰余金に増加した額を加えると，本年度の繰越

資本剰余金は７,５５４,６２０,９２７円となる。 
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４  貸借対照表（別表３） 

  本年度の資産合計は１８,８０４,７０４,９４０円となり，その大部分は構築物，機械及び装

置等の有形固定資産である。 

  また，この資産は，企業債６,７７３,３７１,８９１円の借入資本金と出資金等４,２４０,２

５５,０１５円の自己資本金により大部分が調達されている。 

  なお，年度末における資金繰りは，１,０６４,８５３,５９２円の現金預金を保有している。 

 

 

５ 事業の実績 

（１）業務実績（別表４） 

本年度の業務実績は，年度末の給水戸数１７,９８８戸，給水人口５６,４８２人となり，前

年度に比較して給水戸数で３５９戸（２.０％），給水人口で１,４８０人（２.７％）増加した。 

また，年間配水量は５,６２６,９３６㎥で，前年度に比較して１８７,６５３㎥（３.４％）

増加した。この配水量のうち料金対象の有収水量は５,４４５,４５８㎥で，前年度に比較して

２０２,０４６㎥（３.９％）増加した。 

 

（２）経営実績（別表５） 

 本年度の経営実績は，施設利用率は７０.４％で前年度を２.４ポイント上回り，有収率につ

いても９６.８％で前年度を０.４ポイント上回っている。 

なお，給水原価及び供給単価については，給水原価が２５０円８７銭，供給単価が２２８円

７８銭となり，前年度は３８円４０銭原価を割っての給水であったが，本年度は２２円９銭原

価を割っての給水である。 

 

（３）財務状態（別表６） 

 本年度の財務状態は，固定資産構成比率は９４.０％で前年度を１.０ポイント下回り，資本

構成比率は９８.２％で前年度を１.１ポイント下回り，固定資産対長期資本比率は９５.６％で

前年度を０.１ポイント上回っている。 

また，収益率では，経常収支比率は１０１.２％で前年度を５.１ポイント上回り，営業収支

比率は１０４.９％で前年度を３.７ポイント上回っている。 
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６ むすび 

  以上が，平成２２年度常総市水道事業の決算審査の概要である。 

  本年度の主な事業は，東部浄水場配水ポンプ及び電気計装設備工事，東部浄水場ポンプ室・電

気室建築工事，西部浄水場１系急速ろ過機改修１期工事，相野谷浄水場及び西部浄水場配水流量

計・配水圧力計更新工事，上蛇町地内配水管布設工事，消火栓設置工事などを実施した。 

  本年度の業務状況は，給水戸数が３５９戸増加の１７,９８８戸，給水人口が１,４８０人増加

の５６,４８２人となっている。 

  年間配水量は５,６２６,９３６㎥で，前年度に比較して１８７,６５３㎥（３.４％）の増，年間

有収水量は５,４４５,４５８㎥で，前年度に比較して２０２,０４６㎥（３.９％）の増と配水量，

有収水量とも増加している。有収率は０.４ポイント上回って９６.８％となった。しかし，本市

の有収率は合併後９０％台を維持しているが，今後も漏水調査の徹底，漏水修理の早期実施，老

朽配水管の布設替えの実施などにより高水準の率を維持されるよう望むものである。 

経営面においては，営業収益は，前年度に比較して有収水量が２０２,０４６㎥（３.９％）増

加したことにより１,２８３,９８４,８６１円となり，営業外収益では，他会計補助金等の減少に

より，前年度に比較して１４,４７２,６１８円（１２.８％）減少の９８,４３６,６９７円となっ

たが，全体では，４０,４４５,７０７円（３.０％）増加の１,３８２,４２１,５５８円となってい

る。一方営業費用は，総係費，資産減耗費が減少したが，配水及び給水費，減価償却費の増加に

より，前年度に比較して０.７％増加の１,２２３,５５２,９５８円となっている。従って営業収支

については，前年度１４,４９５,５２１円の利益に対し，本年度は６０,４３１,９０３円の利益と

なっている。営業外収支については，前年度６８,２７０,１１５円の損失に対し，本年度も４４,

１１３,０５５円の損失となっている。この結果，総収支においては，前年度が５３,７７４,５９

４円の純損失に対し，本年度は１６,３１８,８４８円の純利益となり，前年度繰越欠損金２２２,

９８５,２５０円を加えると本年度未処理欠損金２０６,６６６,４０２円となった。 

  また，有収水量１㎥当りの収益（供給単価）と費用（給水単価）を比較すると本年度は，供給

単価２２８円７８銭に対し，給水原価は２５０円８７銭で１㎥当り２２円９銭の販売損失を生じ

ている。年間有収水量で見てみると５,４４５,４５８㎥であるので１２０,２９０,１６７円の損失

である。“いわゆる逆ザヤ現象”については解消されず，経営安定を図るためには，この供給単

価と給水単価における損失を無くす努力が必要である。 

  水道を取り巻く情勢は，近年の金融危機とそれに伴う景気低迷などの経済的要因や将来的な人

口減などの社会的要因で水需要の急激な拡大を見込める状況ではないが，今後下水道の整備，未

普及地域への普及活動等により普及率の向上に努め，また上水道地域の拡大により，大幅な伸び

は期待できないものの給水量は増加が見込まれる。 

  このような状況のもと，収益の確保，経費の節減及び業務の合理化に努められているが，更に

計画的，効率的な運用と有収率の向上を心がけ，経営の合理化と健全な事業経営の確立を図ると

ともに，３月１１日発生の東日本大震災では，市内全域で大きな被害が発生し，断水や給水制限

が行われたことからも，災害時にも安定的な給水を行うための施設水準の向上等に一層取り組ま

れ，市民生活に不可欠なライフラインとしての安全かつ安心な水の安定供給と市民福祉の増進に

寄与されるよう，努力を要望するものである。 

 

 

 



別表　１

22年度 21年度 金     額 率 22年度 21年度 22年度 21年度 金     額 率 22年度 21年度

円 円 円 ％ ％ ％ 円 円 円 ％ ％ ％

配 水 及 び 給 水 費 653,488,132 643,132,448 10,355,684 1.6 47.9 46.1 給 水 収 益 1,245,821,301 1,194,385,729 51,435,572 4.3 90.1 89.0

受 託 工 事 費 0 0 0 0 0.0 0.0 受 託 工 事 収 益 198,846 267,000 △ 68,154 △ 25.5 0.0 0.0

総 係 費 132,702,392 133,984,491 △ 1,282,099 △ 1.0 9.7 9.6 その他の営業収益 37,964,714 34,413,807 3,550,907 10.3 2.7 2.6

減 価 償 却 費 436,094,572 435,508,690 585,882 0.1 31.9 31.2 受 取 利 息 712,649 1,559,120 △ 846,471 △ 54.3 0.1 0.1

資 産 減 耗 費 1,267,862 1,945,386 △ 677,524 △ 34.8 0.1 0.1 他 会 計 負 担 金 28,324,648 28,338,766 △ 14,118 0.0 2.1 2.1

支 払 利 息 140,699,434 179,010,758 △ 38,311,324 △ 21.4 10.3 12.8 他 会 計 補 助 金 50,000,000 65,000,000 △ 15,000,000 △ 23.1 3.6 4.9

雑 支 出 1,850,318 2,168,672 △ 318,354 △ 14.7 0.1 0.2 雑 収 益 19,399,400 18,011,429 1,387,971 7.7 1.4 1.3

特 別 損 失 0 0 0 0 0.0 0.0 （ 収 益 計 ） 1,382,421,558 1,341,975,851 40,445,707 3.0 100.0 100.0

（ 費 用 計 ） 1,366,102,710 1,395,750,445 △ 29,647,735 △ 2.1 100.0 100.0 　

当 期 純 利 益 16,318,848 16,318,848 皆増 当 期 純 損 失 53,774,594 △ 53,774,594 皆減

合　　　計 1,382,421,558 1,395,750,445 △ 13,328,887 △ 1.0 　 合　　　　計 1,382,421,558 1,395,750,445 △ 13,328,887 △ 1.0

 

科　　目 科　　目
金        額 比較増減 構成比率 金        額
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損　益　計　算　書　構　成　比　率　等　比　較　表

比較増減 構成比率

借　　　　　　　　　　　　　　　方 貸　　　　　　　　　　　　　　　方



別表　２

22年度 21年度 22年度 21年度 22年度 21年度 22年度 21年度 22年度 21年度 22年度 21年度

円 円 ％ ％ ％ 円 円 ％ ％ ％ 円 円 ％ ％ ％

配 水 及 び 給 水 費 47,514,439 46,239,428 2.8 3.5 3.3 605,973,693 596,893,020 1.5 44.4 42.8 653,488,132 643,132,448 1.6 47.9 46.1

受 託 工 事 費 0 0 0 0.0 0.0 0 0 0 0.0 0.0 0 0 0 0.0 0.0

総 係 費 42,304,921 43,771,072 △ 3.3 3.1 3.1 90,397,471 90,213,419 0.2 6.6 6.5 132,702,392 133,984,491 △ 1.0 9.7 9.6

減 価 償 却 費 0 0 0 0.0 0.0 436,094,572 435,508,690 0.1 31.9 31.2 436,094,572 435,508,690 0.1 31.9 31.2

資 産 減 耗 費 0 0 0 0.0 0.0 1,267,862 1,945,386 △ 34.8 0.1 0.1 1,267,862 1,945,386 △ 34.8 0.1 0.1

そ の 他 の 営 業 費 用 0 0 0 0.0 0.0 0 0 0 0.0 0.0 0 0 0 0.0 0.0

支 払 利 息 0 0 0 0.0 0.0 140,699,434 179,010,758 △ 21.4 10.3 12.8 140,699,434 179,010,758 △ 21.4 10.3 12.8

雑 支 出 0 0 0 0.0 0.0 1,850,318 2,168,672 △ 14.7 0.1 0.2 1,850,318 2,168,672 △ 14.7 0.1 0.2

特 別 損 失 0 0 0 0.0 0.0 0 0 0 0.0 0.0 0 0 0 0.0 0.0

費　用　合　計 89,819,360 90,010,500 △ 0.2 6.6 6.4 1,276,283,350 1,305,739,945 △ 2.3 93.4 93.6 1,366,102,710 1,395,750,445 △ 2.1 100.0 100.0

構  成  比  率

物件費及びその他の経費

構  成  比  率科　　目

人        件        費

金       額
増減率

構 成 比 率

合　　　　　　計

金          額
増減率

金          額
増減率

5
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                      費　　用　　使　　途　　別　　比　　較　　表



22年度 21年度 金額 率 22年度 21年度 22年度 21年度 金     額 率 22年度 21年度

円 円 円 ％ ％ ％ 円 円 円 ％ ％ ％

17,667,294,533 17,711,353,667 △ 44,059,134 △ 0.2 94.0 95.0 23,534,000 23,534,000 0 0 0.1 0.1

17,666,386,004 17,710,445,138 △ 44,059,134 △ 0.2 94.0 95.0 23,534,000 23,534,000 0 0 0.1 0.1

イ 土 地 543,950,160 543,950,160 0 0 2.9 2.9 324,233,441 103,173,345 221,060,096 214.3 1.7 0.6

ロ 建 物 517,496,528 531,732,982 △ 14,236,454 △ 2.7 2.8 2.9 285,858,365 64,766,074 221,092,291 341.4 1.5 0.4

ハ 構 築 物 14,271,118,689 14,546,972,638 △ 275,853,949 △ 1.9 75.9 78.0 0 0 0 0 0.0 0.0

ニ 機 械 及 び 装 置 1,870,133,036 1,981,030,267 △ 110,897,231 △ 5.6 9.9 10.6 0 0 0 0 0.0 0.0

ホ 車 両 及 び 運 搬 具 4,013,410 4,013,410 0 0 0.0 0.0 38,375,076 38,407,271 △ 32,195 △ 0.1 0.2 0.2

ヘ 工具器具及び備品 11,448,681 12,587,681 △ 1,139,000 △ 9.0 0.1 0.1 11,013,626,906 11,129,229,153 △ 115,602,247 △ 1.0 58.6 59.7

ト 建 設 仮 勘 定 448,225,500 90,158,000 358,067,500 397.2 2.4 0.5 4,240,255,015 4,205,335,015 34,920,000 0.8 22.6 22.6

908,529 908,529 0 0 0.0 0.0 6,773,371,891 6,923,894,138 △ 150,522,247 △ 2.2 36.0 37.1

イ 電 話 加 入 権 908,529 908,529 0 0 0.0 0.0 イ 企業債 6,773,371,891 6,923,894,138 △ 150,522,247 △ 2.2 36.0 37.1

1,137,410,407 935,704,576 201,705,831 21.6 6.0 5.0 7,443,310,593 7,391,121,745 52,188,848 0.7 39.6 39.6

1,064,853,592 869,331,386 195,522,206 22.5 5.6 4.7 7,554,620,927 7,518,750,927 35,870,000 0.5 40.2 40.3

70,036,815 66,373,190 3,663,625 5.5 0.4 0.3 イ 受 贈 財 産 評 価 額 96,818,930 96,818,930 0 0 0.5 0.5

2,520,000 0 2,520,000 皆増 0.0 0.0 ロ 工 事 負 担 金 2,910,714,494 2,909,764,494 950,000 0.0 15.5 15.6

0 0 0 0 0.0 0.0 ハ 国 庫 補 助 金 4,277,185,552 4,242,265,552 34,920,000 0.8 22.7 22.8

ニ 県 補 助 金 269,901,951 269,901,951 0 0 1.4 1.4

△ 111,310,334 △ 127,629,182 16,318,848 △ 12.8 △ 0.6 △ 0.7

イ 減 債 積 立 金 0 0 0 0 0.0 0.0

ロ 利 益 積 立 金 0 0 0 0 0.0 0.0

　 ハ 建 設 改 良 積 立 金 95,356,068 95,356,068 0 0 0.5 0.5

ニ
当 年 度 未 処 分
利 益 剰 余 金 ・
未 処 理 欠 損 金

△ 206,666,402 △ 222,985,250 16,318,848 △ 7.3 △ 1.1 △ 1.2

18,804,704,940 18,647,058,243 157,646,697 0.8 100.0 100.0 18,804,704,940 18,647,058,243 157,646,697 0.8 100.0 100.0

科　　     目

借　　　　　　　　　　　　　　　方

科     　　目

【固　定　資　産】

　（有形固定資産）

　（前　　払　　金）

　（その他の流動資産）

　（資本剰余金）　（現　金　預　金）

比   較   増   減

　（一時借入金）

【剰　余　金】【流　動　資　産】

　（未　払　金）

　（前　受　金）

貸　　　借　　　対　　　照　　　表　　　構　　　成　　　比　　　率　　　等　　　比　　　較　　　表

別表　３

　（利益剰余金）

　（その他流動負債）

【資　本　金】

　（自己資本金）

　（借入資本金）

構   成   比   率金            額 比   較   増   減

資　産　合　計 負債・資本合計

貸　　　　　　　　　　　　　　　方

【固　定　負　債】

　（引　当　金）

【流　動　負　債】

　（未　　収　　金）

　（無形固定資産）

構   成   比   率 金            額
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別表　４

項　　　目 単位 ２２年度 ２１年度
前年度との
比 較 増 減

前 年 度 に
対する比率

%

計 画 給 水 人 口 人 62,000 62,000 0 100.0

現 在 給 水 人 口 人 56,482 55,002 1,480 102.7

給 水 戸 数 戸 17,988 17,629 359 102.0

配 水 量 ㎥ 5,626,936 5,439,283 187,653 103.4

有 収 水 量 ㎥ 5,445,458 5,243,412 202,046 103.9

職 員 数 人 11 11 0 100.0

※　比率は，小数点以下第２位を四捨五入し第１位までとしたもの。
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有収水量 5,445,458

有収水量 5,445,458
配水量 5,626,936

供 給 単 価 円

費用合計 1,366,102,710－
有収水量 5,445,458

228.78 0.99

給 水 原 価 円

100.4

266.19

227.79

94.2

業　　　務　　　実　　　績　　　表

96.8 0.4有 収 率 ％ 96.4 100.4

備　　             　　　考

250.87 △ 15.32

給水収益 1,245,821,301

受託工事費 0

×１００



別表　５

比  率 比  率

１日平均配水量 15,416 14,902
１日最大配水量 17,444 18,190

１日平均配水量 15,416 14,902
１日配水能力 21,900 21,900

１日最大配水量 17,444 18,190
１日配水能力 21,900 21,900

年間総有収水量 5,445,458 5,243,412
年間総配水量 5,626,936 5,439,283

年間総配水量 5,626,936 5,439,283
導送配水管延長 621,990 621,610

年間総配水量 5,626,936 5,439,283
有形固定資産 17,666,386 　 17,710,445

給　水　収　益 1,245,821,301 1,194,385,729
年間総有収水量 5,445,458 5,243,412

費用合計－受託工事費 1,366,102,710 1,395,750,445
年間総有収水量 5,445,458 5,243,412

現在給水人口 56,482 55,002
損益勘定所属職員 11 11

年間総有収水量 5,445,458 5,243,412
損益勘定所属職員 11 11

営　業　収　益 1,283,985 1,229,067
損益勘定所属職員 11 11

227.79

２１  年  度
基  礎  数  値

２２　年  度
基  礎  数  値

116,726

495,042

81.9

68.0

83.1

96.4

8.8

0.3

111,733

266.19

5,000

476,674

5,135

9.0

×１００

×１００

×１００

×１００

88.4

0.3

228.78

250.87

70.4

79.7

96.8

項          目 算   出   基   礎

×１００

×１００

（％）

×１００

×１００

×１００

×１００

（人）

（㎥　）

（％）

職 員 １ 人 当 り 給 水 人 口

職 員 １ 人 当 り 給 水 量

×１００

（円／㎥　）

×１００有 収 率

配 水 管 使 用 効 率

固 定 資 産 使 用 効 率

供 給 単 価

給 水 原 価

（千円）職 員 １ 人 当 り 営 業 収 益

（円／㎥　）

（㎥　／ｍ）

（㎥／千円）
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        経　　　営　　　分　　　析　　　表

負 荷 率

施 設 利 用 率

最 大 稼 働 率

（％）

（％）



別表　６

項               目

％ ％

固定資産 17,667,294,533 17,711,353,667
総資産 18,804,704,940 18,647,058,243

流動資産 1,137,410,407 935,704,576
総資産 18,804,704,940 18,647,058,243

自己資本金＋剰余金 11,683,565,608 11,596,456,760
負債・資本合計 18,804,704,940 18,647,058,243

自己資本金 4,240,255,015 4,205,335,015
負債・資本合計 18,804,704,940 18,647,058,243

資本合計 18,456,937,499 18,520,350,898
負債・資本合計 18,804,704,940 18,647,058,243

固定資産 17,667,294,533 17,711,353,667
自己資本金＋剰余金 11,683,565,608 11,596,456,760

固定資産 17,667,294,533 17,711,353,667
固定負債＋資本合計 18,480,471,499 18,543,884,898

流動資産 1,137,410,407 935,704,576
流動負債 324,233,441 103,173,345

経常収益 1,382,421,558 1,341,975,851
経常費用 1,366,102,710 1,395,750,445

営業収益 1,283,984,861 1,229,066,536
営業費用 1,223,552,958 1,214,571,015

×１００ 101.2

×１００ 95.5

×１００ 906.9流 動 比 率 ×１００ ×１００ 350.8
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×１００ 96.1経 常 収 支 比 率 ×１００

×１００ 98.2

固 定 資 産 対 長 期 資 本 比 率 ×１００ ×１００ 95.6

×１００ 22.6

×１００ 152.7

資 本 構 成 比 率 ×１００

固 定 比 率 ×１００ ×１００ 151.2

自 己 資 本 構 成 比 率 ×１００ ×１００ 62.1

自 己 資 本 金 構 成 比 率 ×１００ ×１００ 22.5

×１００

流 動 資 産 構 成 比 率 ×１００ ×１００ 6.0

×１００ 94.0

×１００ 99.3

×１００ 62.2

財     務     分     析     表     

算     出     基     礎 ２２　年  度 ２１  年  度

固 定 資 産 構 成 比 率

営 業 収 支 比 率 ×１００ ×１００ 104.9

×１００ 95.0

×１００ 101.2

×１００ 5.0


